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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　潜像担持体表面を帯電する帯電工程と、帯電された前記潜像担持体表面を露光し潜像を
形成する潜像形成工程と、現像機から供給されるトナーを含む現像剤により前記潜像を現
像しトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を被転写体に転写する転写工程と、前
記トナー像を転写した後の前記潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニングブレード
により除去するクリーニング工程と、前記現像機に補給用トナーを供給するトナー補給工
程と、を少なくとも含み、
　前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前記補給用トナーに、潤滑剤が外添され
た画像形成方法において、
　前記初期トナーに外添された潤滑剤の組成と、前記補給用トナーに外添された潤滑剤の
組成とが互いに異なり、初期トナーに外添された潤滑剤が少なくともステアリン酸塩を含
み、補給用トナーに外添された潤滑剤が少なくとも高級アルコールを含むことを特徴とす
る画像形成方法。
【請求項２】
　前記初期トナーおよび前記補給用トナーに外添された潤滑剤が、少なくともステアリン
酸亜鉛および高級アルコールを含み、
　前記初期トナーおよび前記補給用トナーに外添された前記ステアリン酸亜鉛および前記
高級アルコールの添加量比が下式（４）を満たすことを特徴とする請求項１に記載の画像
形成方法。
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・式（４）　Ａ（Ｓ／Ａ）＞Ｂ（Ｓ／Ａ）
〔但し、式（４）中、Ａ（Ｓ／Ａ）は、前記初期トナーに外添された前記高級アルコール
に対する前記初期トナーに外添された前記ステアリン酸亜鉛の添加量比を表し、Ｂ（Ｓ／
Ａ）は、前記補給用トナーに外添された前記高級アルコールに対する前記補給用トナーに
外添された前記ステアリン酸亜鉛の添加量比を表す。〕
【請求項３】
　潜像担持体と、該潜像担持体表面を帯電する帯電手段と、帯電された前記潜像担持体表
面を露光し潜像を形成する潜像形成手段と、トナーを含む現像剤を前記潜像担持体表面に
供給することにより前記潜像を現像しトナー像を形成する現像機と、前記トナー像を被転
写体に転写する転写手段と、前記トナー像を転写した後の前記潜像担持体表面に残留する
トナーをクリーニングブレードにより除去するクリーニング手段と、前記現像機に補給用
トナーを供給するトナー補給手段と、を少なくとも含み、
　前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前記補給用トナーに、潤滑剤が外添され
た画像形成装置において、
　請求項１に記載の画像形成方法を利用して画像を形成することを特徴とする画像形成装
置。
【請求項４】
　前記潜像担持体の表面が、フッ素系樹脂を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像
形成装置。
【請求項５】
　前記潜像担持体の表面が、電荷輸送能を有する構造単位を有し且つ架橋構造を有するシ
ロキサン系樹脂を含むことを特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法を利用した画像形成方法および画像形成装置に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真法では、感光体表面を帯電、露光して作製した静電潜像に着色トナーを
現像してトナー像を形成後、このトナー像を転写紙等に転写し、更に熱ロール等で定着し
て画像を形成している。転写工程を終えた像担持体（以下、「感光体」称す場合がある）
表面には未転写のトナーおよびトナー成分、帯電プロセスによって生成した放電生成物な
どが残留するため、これらの残留物を次の画像形成プロセスに先立って除去するクリーニ
ングプロセスが必要になる。
【０００３】
　クリーニングプロセスにおいて、近年最も広く用いられているクリーニング方式として
、ゴムブレードを感光体に当接させる方式が一般的であるが、クリーニング部では感光体
の表面層とクリーニングゴムブレードとの間の摺擦によるストレスが発生し、感光体の表
面層の磨耗や傷の発生が課題であった。
　また、近年環境保護のためにクリーニング機構を含む感光体カートリッジの長寿命化が
装置を製造するメーカーの重要な課題となっている。長期に渡って良好なプリント物を得
るためには、これらを構成する部材の劣化を出来るだけ低減することが必須である。
　さらに近年の高画質化の要求に応えるため小粒径で球形度が高い重合トナーを用いた場
合、クリーニングブレードに与える荷重を従来の粉砕法で作製されたトナーと比べて高い
設定にしなければならないため、走行後のクリーニングブレードの摩耗や欠けによるクリ
ーニング不良が問題となる。
【０００４】
　これらの問題を改善するために、感光体表面に潤滑剤を塗布する工程を設け、感光体お
よびクリーニングブレードへの機械的ストレスを緩和する技術が良く知られている。



(3) JP 4333415 B2 2009.9.16

10

20

30

40

50

　感光体へ潤滑剤を塗布／供給する方法としては、固形潤滑剤を直接あるいは回転ブラシ
等の部材を介して感光体上に供給し、潤滑剤皮膜を形成する方法や、トナーの外添剤とし
て潤滑剤を用いることにより感光体表面上に供給する方法が知られている。
【０００５】
　後者の方法は潤滑剤供給部材が不要なため簡素な構成が可能である。また、適切な膜厚
の潤滑剤皮膜を形成することにより、クリーニングブレードを保護し、感光体表面の傷や
摩耗を防止することができる。
　このようなトナーに潤滑剤を外添した方法としては、例えば、トナーに外添されるステ
アリン酸金属塩の含有量を、初期に利用するトナーよりも、トナー補給装置から補給され
る補給用トナーのほうを少なくすることによって、現像剤の帯電の経時劣化を防止する方
法等が提案されている（特許文献１参照）。
【０００６】
　しかし、このようなトナーの外添剤として潤滑剤を用いる場合においても、長期に渡っ
て画像形成を行った場合には、感光体表面に傷が発生したり、クリーニングブレードの劣
化が進んでクリーニング不良が発生し、画質が劣化してしまう場合があった。
　特に感光体表面劣化を防止するために低摩耗の表面層を有する感光体を用いる場合、長
期に渡って走行すると掻き取り性の低下したクリーニングブレードでは感光体表面のリフ
レッシュが低下するために放電生成物掻き取り不足による画像流れの発生が問題となると
考えられる。
【特許文献１】特開平２００１－３１２１３２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記問題点を解決することを課題とする。すなわち、本発明は、クリーニン
グブレードにより潜像担持体表面をクリーニングすると共に、トナーを現像機に補給しな
がら画像を形成する場合に、長期に渡って良好な画像が形成できる画像形成方法および画
像形成装置を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を達成するために、まず、クリーニングブレードにより潜像担
持体（感光体）表面をクリーニングすると共に、トナーを現像機に補給しながら画像を形
成する従来の画像形成方法／装置において、長期に渡って画像形成を行った場合には、感
光体表面に傷が発生したり、クリーニングブレードの劣化が進んでクリーニング不良が発
生することにより、画質劣化を引き起こす原因について鋭意検討した。
【０００９】
　その結果、クリーニングブレードおよび感光体が新しい状態（以下、「初期状態」と略
す場合がある）と、ある程度走行（画像形成）した後のクリーニングブレードと感光体と
がある程度馴染んだ状態（以下、「経時状態」と略す場合がある）とでは、両者間の摩擦
が異なってくることが分かってきた。
　具体的には、初期状態における走行では、感光体とクリーニングブレードとの接触面の
密着度が高く摩擦が大きいため、クリーニングブレードの劣化が進みやすく、最悪の場合
はブレードが捲れてしまう傾向にあった。その一方、走行が進んだ経時状態では、潤滑剤
が感光体表面に満遍なく充分行き渡ることにより感光体とクリーニングブレードとの間の
摩擦が低下するため上述したようなトラブルが起こりにくくなる傾向にあった。
【００１０】
　従って、初期状態における上述したような問題の発生を防止するためには、初期状態で
走行開始した直後には速やかに感光体表面に潤滑剤皮膜を形成する必要がある。しかし、
初期状態において速やかに感光体表面に潤滑剤皮膜を形成するために、感光体表面に潤滑
剤を供給し過ぎると、感光体の摩耗が低減するため帯電器から発生した放電生成物が感光
体表面に蓄積し、高湿環境下で画像流れが発生する。
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【００１１】
　これらのことから、本発明者らは、初期状態と経時状態とで、感光体表面に形成される
べき最適な潤滑剤皮膜の状態は異なるものと考えた。また、上述したような問題は、初期
状態と経時状態とでトナーに対する外添量が同じである上に、１種類の潤滑剤しか用いて
いないことに原因があるものと推定される。
　従って、上述した問題を解決するためには〔１〕トナーに外添される潤滑剤の量を経時
的に変化させる、および／または、〔２〕トナーに外添される潤滑剤の組成を経時的に変
化させることが有効であると考えられる。
　以上の知見に基づいて、本発明者らは以下の本発明を見出した。すなわち、本発明は、
【００１４】
　　＜１＞
　潜像担持体表面を帯電する帯電工程と、帯電された前記潜像担持体表面を露光し潜像を
形成する潜像形成工程と、現像機から供給されるトナーを含む現像剤により前記潜像を現
像しトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を被転写体に転写する転写工程と、前
記トナー像を転写した後の前記潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニングブレード
により除去するクリーニング工程と、前記現像機に補給用トナーを供給するトナー補給工
程と、を少なくとも含み、
　前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前記補給用トナーに、潤滑剤が外添され
た画像形成方法において、
　前記初期トナーに外添された潤滑剤の組成と、前記補給用トナーに外添された潤滑剤の
組成とが互いに異なり、初期トナーに外添された潤滑剤が少なくともステアリン酸塩を含
み、補給用トナーに外添された潤滑剤が少なくとも高級アルコールを含むことを特徴とす
る画像形成方法である。
【００１６】
　　＜２＞
　前記初期トナーおよび前記補給用トナーに外添された潤滑剤が、少なくともステアリン
酸亜鉛および高級アルコールを含み、
　前記初期トナーおよび前記補給用トナーに外添された前記ステアリン酸亜鉛および前記
高級アルコールの添加量比が下式（４）を満たすことを特徴とする＜１＞に記載の画像形
成方法である。
・式（４）　Ａ（Ｓ／Ａ）＞Ｂ（Ｓ／Ａ）
〔但し、式（４）中、Ａ（Ｓ／Ａ）は、前記初期トナーに外添された前記高級アルコール
に対する前記初期トナーに外添された前記ステアリン酸亜鉛の添加量比を表し、Ｂ（Ｓ／
Ａ）は、前記補給用トナーに外添された前記高級アルコールに対する前記補給用トナーに
外添された前記ステアリン酸亜鉛の添加量比を表す。〕
【００１７】
　　＜３＞
　潜像担持体と、該潜像担持体表面を帯電する帯電手段と、帯電された前記潜像担持体表
面を露光し潜像を形成する潜像形成手段と、トナーを含む現像剤を前記潜像担持体表面に
供給することにより前記潜像を現像しトナー像を形成する現像機と、前記トナー像を被転
写体に転写する転写手段と、前記トナー像を転写した後の前記潜像担持体表面に残留する
トナーをクリーニングブレードにより除去するクリーニング手段と、前記現像機に補給用
トナーを供給するトナー補給手段と、を少なくとも含み、
　前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前記補給用トナーに、潤滑剤が外添され
た画像形成装置において、
　＜１＞に記載の画像形成方法を利用して画像を形成することを特徴とする画像形成装置
である。
【００１８】
　　＜４＞
　前記潜像担持体の表面が、フッ素系樹脂を含むことを特徴とする＜３＞に記載の画像形
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成装置である。
【００１９】
　　＜５＞
　前記潜像担持体の表面が、電荷輸送能を有する構造単位を有し且つ架橋構造を有するシ
ロキサン系樹脂を含むことを特徴とする＜３＞に記載の画像形成装置である。
【発明の効果】
【００２０】
　以上に説明したように本発明によれば、クリーニングブレードにより潜像担持体表面を
クリーニングすると共に、トナーを現像機に補給しながら画像を形成する場合に、長期に
渡って良好な画像が形成できる画像形成方法および画像形成装置を提供することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下に、本発明を説明する。
　本発明は、潜像担持体表面を帯電する帯電工程と、帯電された前記潜像担持体表面を露
光し潜像を形成する潜像形成工程と、現像機から供給されるトナーを含む現像剤により前
記潜像を現像しトナー像を形成する現像工程と、前記トナー像を被転写体に転写する転写
工程と、前記トナー像を転写した後の前記潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニン
グブレードにより除去するクリーニング工程と、前記現像機に補給用トナーを供給するト
ナー補給工程と、を少なくとも含み、前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前記
補給用トナーに、潤滑剤が外添された画像形成方法において、前記初期トナーに外添され
た潤滑剤の組成と、前記補給用トナーに外添された潤滑剤の組成とが互いに異なり、初期
トナーに外添された潤滑剤が少なくともステアリン酸塩を含み、補給用トナーに外添され
た潤滑剤が少なくとも高級アルコールを含むことを特徴とする。
【００２２】
　従って、本発明によれば、クリーニングブレードにより潜像担持体表面をクリーニング
すると共に、トナーを現像機に補給しながら画像を形成する場合に、長期に渡って良好な
画像を形成することができる。
【００２３】
　初期トナーおよび補給用トナーの潤滑剤の組成を変えることにより初期状態および経時
状態の潤滑剤被膜の状態をそれぞれの状態に最も好適な状態となるように調整することが
できる。
　なお、本発明において、「初期トナー」とは、初期状態において現像機内に予め収納さ
れているトナーを意味し、「補給用トナー」とは、初期状態においては現像機内には収納
されておらず、トナーカートリッジ等のような現像機にトナーを逐次補給するトナー補給
手段により現像機外から現像機へと供給されるトナーを意味する。
　また、本発明において、「トナーに外添された潤滑剤の組成」とは、具体的には、トナ
ーに外添された潤滑剤の種類や、潤滑剤の種類が２種類以上の場合には、その組み合わせ
や配合割合を意味する。
【００２７】
　初期トナーおよび補給用トナーに用いられる潤滑剤としては、公知のトナー外添用の潤
滑剤を利用することができ、例えば、グラファイト、二硫化モリブデン、滑石、脂肪酸、
脂肪族アルコール等の固体潤滑剤や、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリブテン等の低
分子量ポリオレフィン類；加熱により軟化点を有するシリコーン類；オレイン酸アミド、
エルカ酸アミド、リシノール酸アミド、ステアリン酸アミド等のような脂肪族アミド類；
カルナバワックス、ライスワックス、キャンデリラワックス、木ロウ、ホホバ油等のよう
な植物系ワックス；ミツロウのような動物系ワックス；モンタンワックス、オゾケライト
、セレシン、パラフィンワックス、マイクロクリスタリンワックス、フィッシャートロプ
シュワックス等のような鉱物、石油系ワックス及びそれらの変性物等を挙げることができ
、これらを１種以上組み合わせて用いることもできる。
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　しかし、本発明においては、ステアリン酸亜鉛や高級アルコールを利用することが好ま
しい。
【００３２】
　本発明においては、初期トナーおよび補給用トナーに外添される潤滑剤としては、上述
した潤滑剤を組み合わせて利用することができるが、初期状態および経時状態の潤滑剤被
膜の状態を幅広い範囲で調整できる点では、特性の異なる潤滑剤を組み合わせて用いるこ
とが好ましい。このような点から、ステアリン酸亜鉛および高級アルコールを前記のよう
に組み合わせて用いる。
【００３３】
　ステアリン酸亜鉛は、少量でも非常に摩擦低減効果が大きい。また、潜像担持体表面に
素早く広がるために、摩擦低減効果が即効的であり、特に初期状態におけるクリーニング
ブレード保護効果が高いという特徴を持つ。
　これに対して、高級アルコールは、摩擦低減効果はステアリン酸亜鉛と比べると相対的
に劣り、潜像担持体表面に広がる速度が遅いために摩擦低減効果は遅効的である。しかし
、クリーニングブレードの保護効果が高い。これは、壁開性のあるステアリン酸亜鉛と比
べると高級アルコールは、潜像担持体表面に潤滑剤被膜を形成するよりも、クリーニング
ブレードと潜像担持体表面との当接部（ニップ）に蓄積され易い傾向にあるため、このよ
うな現象がクリーニングブレードの保護効果の向上に寄与しているものと推定される。さ
らに、高級アルコールは、ステアリン酸亜鉛と比較すると画像流れのような副次的障害が
発生し難いという利点もある。
【００３４】
　以上に説明したようにステアリン酸亜鉛および高級アルコールの潤滑剤としての特性は
対照的な関係にあり、上述したような特徴から、初期トナーに外添される潤滑剤として少
なくともステアリン酸亜鉛を含み、補給用トナーに外添される潤滑剤として少なくとも高
級アルコールを含む。
　このような組み合わせにより、初期状態においては、潜像担持体表面に供給されたステ
アリン酸亜鉛の働きにより、初期状態の走行開始直後から潜像担持体表面とクリーニング
ブレードとの間の摩擦を抑えて、クリーニングブレードへのダメージを抑制することがで
き、経時状態では、潜像担持体表面に供給された高級アルコールの働きにより、画像流れ
のような副次的障害の発生を抑制しつつ、高いクリーニングブレード保護効果を得ること
ができる。
【００３５】
　なお、初期トナーおよび補給用トナーに外添されるステアリン酸亜鉛および高級アルコ
ールの添加量比は、具体的には下式（４）を満たすことが好ましい。
・式（４）　Ａ（Ｓ／Ａ）＞Ｂ（Ｓ／Ａ）
　但し、式（４）中、Ａ（Ｓ／Ａ）は、初期トナーに外添された前記高級アルコールに対
する初期トナーに外添されたステアリン酸亜鉛の添加量比を表し、Ｂ（Ｓ／Ａ）は、補給
用トナーに外添された高級アルコールに対する補給用トナーに外添されたステアリン酸亜
鉛の添加量比を表す。
【００３６】
　すなわち、初期状態においては、ステアリン酸亜鉛、あるいは、ステアリン酸亜鉛を主
として高級アルコールを添加した初期トナーにより、潜像担持体表面に潤滑剤を供給する
。続いて、画像の形成による初期トナーの消費に伴い、高級アルコール、あるいは、高級
アルコールを主としてステアリン酸亜鉛を添加した補給用トナーを現像機に供給する。こ
れにより、画像形成枚数の増加に伴い、潜像担持体表面の潤滑剤がステアリン酸亜鉛リッ
チな状態から高級アルコールリッチな状態へと変化させることができる。
【００３７】
－高級アルコール－
　本発明には、潤滑剤として高級アルコールが好適に用いられるが、その重量平均粒径は
１～１２μｍの範囲内が好ましい。また、高級アルコールの炭素数は特に規定はないが、
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１６～１５０の高級脂肪族アルコール等が好ましく用いられる。なお、炭素数はより好ま
しくは２０～１２０、さらに好ましくは３０～１００程度である。
【００３８】
　また、画質に影響を与えずにより潤滑効果を発揮するために、高級アルコールの粒度分
布は一定の範囲内に調整したものがより好ましい。トナー重量平均粒径以下の高級アルコ
ールの含有量を、あるいはトナー重量平均粒径以上の含有量を調整するために、この高級
アルコールの粒度分布を調整べく粉砕したり、粉砕後に分級することで調整することがで
きる。
【００３９】
　なお、トナー重量平均粒径以下の高級アルコールの外添量は０．１５重量％以上である
ことが好ましい。また、トナー重量平均粒径以上の高級アルコールの外添量は、２．５重
量％以下が好ましく、さらに好ましくは２重量％以下である。また、フルカラー画像の形
成においては、トナー重量平均粒径以上の高級アルコールの外添量が多いと画質が悪化す
るため、この場合の外添量は２．０重量％以下が好ましく、さらに好ましくは１．８重量
％以下である。
　但し、第１の本発明において、潤滑剤として高級アルコールのみを用いる場合には、上
記に係わらずトナーに外添される高級アルコールの総量は、式（１）～（３）を満たすよ
うに調整されることが必要である。
【００４０】
　また、高級アルコールの形状係数ＳＦ１はクリーニング性を得るために１４０以上であ
ることが好ましい。
　なお、形状係数ＳＦ１とは下式（５）で定義される値である
・式（５）　ＳＦ＝１００×π×ＭＬ2／４Ａ
　但し、式（５）中、ＳＦ１は形状係数、ＭＬは（高級アルコール）粒子の絶対最大長、
Ａは（高級アルコール）粒子の投影面積を表す。
【００４１】
－現像剤（トナー）－
　本発明に用いられる初期トナーおよび補給用トナー（以下、両者またはいずれかを指す
場合には単に「トナー」と称す）は、高画質化のために重合法で作製されたものが好まし
い。また、その体積平均粒径は２～１２μｍの範囲が好ましく３～９μｍの範囲がより好
ましい。また、トナーの平均形状ＳＦ１（上記式（５）で定義された値）は１００～１４
５の範囲のものが良く、更に好ましくは１２５～１４０の範囲にあるものを用いることで
、高い現像、転写性、及び高画質の画像を得ることができる。
【００４２】
　本発明に用いられるトナーは、特に製造方法により限定されるものではなく、例えば結
着樹脂と着色剤と離型剤と、さらに必要に応じて帯電制御剤等とを混練、粉砕、分級する
混練粉砕法、混練粉砕法にて得られた粒子を機械的衝撃力または熱エネルギーにて形状を
変化させる方法、結着樹脂の重合性単量体を乳化重合させて形成された分散液と、着色剤
分散液と、離型剤分散液と、更に必要に応じて帯電制御剤等を含む分散液とを混合した混
合液中で、トナー構成成分を凝集、加熱融着させ、トナー粒子を得る乳化重合凝集法、結
着樹脂を得るための重合性単量体と、着色剤や離型剤、更に必要に応じて帯電制御剤等を
含む溶液を水系溶媒に懸濁させて重合する懸濁重合法、結着樹脂と着色剤と離型剤と、更
に必要に応じて帯電制御剤等を含む溶液を水系溶媒に懸濁させて造粒する溶解懸濁法等に
より得られるものが使用できる。
【００４３】
　また上記方法で得られたトナーをコアにして、さらに結着樹脂微粒子を付着させた後、
加熱融合してコアシェル構造をもたせる製造方法など、公知の方法を使用することができ
る。これらの製造方法の中でも、形状制御、粒度分布制御の観点から水系溶媒にて製造す
る懸濁重合法、乳化重合凝集法、溶解懸濁法が好ましく、乳化重合凝集法が特に好ましい
。
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【００４４】
　トナーは結着樹脂、着色剤、離型剤等を含み、必要であれば、シリカや帯電制御剤を含
んでいてもよい。
【００４５】
　トナーの結着樹脂としては、スチレン、クロロスチレン等のスチレン類；エチレン、プ
ロピレン、ブチレン、イソプレン等のモノオレフィン類；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニ
ル、安息香酸ビニル、酪酸ビニル等のビニルエステル類；アクリル酸メチル、アクリル酸
エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸ドデシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸フェ
ニル、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル酸ド
デシル等のα－メチレン脂肪族モノカルボン酸エステル類；ビニルメチルエーテル、ビニ
ルエチルエーテル、ビニルブチルエーテル等のビニルエーテル類；ビニルメチルケトン、
ビニルヘキシルケトン、ビニルイソプロペニルケトン等のビニルケトン類；等の単独重合
体および共重合体を例示することができる。
【００４６】
　特に代表的な結着樹脂としては、ポリスチレン、スチレン－アクリル酸アルキル共重合
体、スチレン－メタクリル酸アルキル共重合体、スチレン－アクリロニトリル共重合体、
スチレン－ブタジエン共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、ポリエチレン、ポ
リプロピレン等を挙げることができる。さらに、ポリエステル、ポリウレタン、エポキシ
樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミド、変性ロジン、パラフィンワックス等を挙げることが
できる。
【００４７】
　また、トナーの着色剤としては、マグネタイト、フェライト等の磁性粉、カーボンブラ
ック、アニリンブルー、カルイルブルー、クロムイエロー、ウルトラマリンブルー、デュ
ポンオイルレッド、キノリンイエロー、メチレンブルークロリド、フタロシアニンブルー
、マラカイトグリーンオキサレート、ランプブラック、ローズベンガル、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・レッド４８：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッ
ド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１７、
Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：３等を代表的
なものとして例示することができる。
【００４８】
　離型剤としては、低分子ポリエチレン、低分子ポリプロピレン、フィッシャートロプシ
ュワックス、モンタンワックス、カルナバワックス、ライスワックス、キャンデリラワッ
クス等を代表的なものとして例示することができる。
【００４９】
　また、トナーには必要に応じて帯電制御剤が添加されてもよい。帯電制御剤としては、
公知のものを使用することができるが、アゾ系金属錯化合物、サリチル酸の金属錯化合物
、極性基を含有するレジンタイプの帯電制御剤を用いることができる。湿式製法でトナー
を製造する場合、イオン強度の制御と廃水汚染の低減との点で水に溶解しにくい素材を使
用するのが好ましい。本発明におけるトナーは、磁性材料を内包する磁性トナー、および
磁性材料を含有しない非磁性トナーのいずれであってもよい。
【００５０】
　本発明に用いるトナーには、潜像担持体表面の付着物、劣化物除去の目的等で、無機微
粒子、有機微粒子、該有機微粒子に無機微粒子を付着させた複合微粒子などを外添するこ
とができるが、研磨性に優れる無機微粒子が特に好ましい。
　無機微粒子としては、シリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニア、チタン酸バリウム、
チタン酸アルミニウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸マグネシウム、酸化亜鉛、酸
化クロム、酸化セリウム、酸化アンチモン、酸化タングステン、酸化スズ、酸化テルル、
酸化マンガン、酸化ホウ素、炭化ケイ素、炭化ホウ素、炭化チタン、窒化ケイ素、窒化チ
タン、窒化ホウ素等の各種無機酸化物、窒化物、ホウ化物等が好適に使用される。
【００５１】
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　また、上記無機微粒子は、テトラブチルチタネート、テトラオクチルチタネート、イソ
プロピルトリイソステアロイルチタネート、イソプロピルトリデシルベンゼンスルフォニ
ルチタネート、ビス（ジオクチルパイロフォスフェート）オキシアセテートチタネートな
どのチタンカップリング剤、γ－（２－アミノエチル）アミノプロピルトリメトキシシラ
ン、γ－（２－アミノエチル）アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メタクリロ
キシプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β－（Ｎ－ビニルベンジルアミノエチル）γ－ア
ミノプロピルトリメトキシシラン塩酸塩、ヘキサメチルジシラザン、メチルトリメトキシ
シラン、ブチルトリメトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、ヘキシルトエリメ
トキシシラン、オクチルトリメトキシシラン、デシルトリメトキシシラン、ドデシルトリ
メトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ｏ－メチルフェニルトリメトキシシラン
、ｐ－メチルフェニルトリメトキシシラン等のシランカップリング剤などで処理を行って
も良い。
　また、シリコーンオイル、ステアリン酸アルミニウム、ステアリン酸亜鉛、ステアリン
酸カルシウム等の高級脂肪酸金属塩による疎水化処理も好ましく行うことができる。
【００５２】
　有機微粒子としては、スチレン樹脂粒子、スチレンアクリル樹脂粒子、ポリエステル樹
脂粒子、ウレタン樹脂粒子等を挙げることができる。これらの粒子径としては、小さすぎ
ると研磨能力に欠け、また、大きすぎると潜像担持体表面に傷が発生しやすくなるため、
平均粒子径で５～１０００ｎｍの範囲、好ましくは５～８００ｎｍの範囲、より好ましく
は５～７００ｎｍの範囲のものが使用される。また、トナーに外添される有機微粒子と潤
滑剤との添加量との和が、０．６質量％以上であることが好ましい。
【００５３】
　トナーに添加されるその他の無機酸化物としては、粉体流動性、帯電制御等のため、１
次粒径が４０ｎｍ以下の小径無機酸化物を、更に付着力低減や帯電制御のため、それより
大径の無機酸化物を挙げることができる。
　これらの無機酸化物微粒子は公知のものを使用することができるが、精密な帯電制御を
行うためには、シリカと酸化チタンとを併用することが好ましい。また、小径無機微粒子
については表面処理することにより、分散性が高くなり、粉体流動性を向上させる効果が
大きくなる。
【００５４】
　本発明に用いられるトナーは、トナー母粒子に上記した潤滑剤を少なくとも含む外添剤
をヘンシェルミキサー、あるいはＶブレンダー等で混合することによって製造することが
できる。また、トナー母粒子を湿式にて製造する場合は、湿式にて外添することも可能で
ある。
【００５５】
　本発明に用いられる現像剤は、トナーからなる一成分現像剤、あるいは、トナーとキャ
リアとからなる二成分現像剤のいずれであってもよいが、本発明に用いられるトナーをカ
ラートナーとして用いる場合には、キャリアと混合して使用されることが好ましい。キャ
リアとトナーとの混合割合は、適宜設定することができる。
　キャリアにおいて用いられる芯材（キャリア芯材）としては特に制限はなく、鉄、鋼、
ニッケル、コバルト等の磁性金属、またはフェライト、マグネタイト等の磁性酸化物、ガ
ラスビーズなどが挙げられるが、現像に磁気ブラシ法を用いる場合には磁性キャリアであ
るのが望ましい。
【００５６】
　キャリア芯材の平均粒径としては、一般的に１０μｍ～１５０μｍのものが用いられ、
好ましくは２０μｍ～１００μｍのものが用いられる。さらに、低ストレス性を目的とし
て、重合製法による球形のコアを用いる事ができる。重合コアの真比重は３．０～５．０
ｇ／ｃｍ3のものが好ましく、飽和磁化は４０ｅｍｕ／ｇ以上が好ましい。
【００５７】
　キャリア被覆樹脂として用いる（メタ）アクリル酸アルキルエステルの重合体は、アル
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キル基が異なる２種類以上の単量体を用いる事で効果が得られる。
　これら単量体の一例としては、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレ
ート、ｎ－プロピル（メタ）アクリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブ
チル（メタ）アクリレート、ターシャルブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ
）アクリレート、ターシャルペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ペンチル（メタ）アク
リレート、イソペンチル（メタ）アクリレート、ｎ－ヘキシル（メタ）アクリレート、イ
ソヘキシル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等が挙げられる
。
【００５８】
　（メタ）アクリル酸アルキルエステルと共重合させるカルボン酸基を有する単量体の一
例としては、（メタ）アクリル酸、カルボキシルスチレンの様なスチレンにカルボキシル
基を持つもの、ｐ－カルボキシルスチレンの様なカルボキシル基を２つ以上含むもの等が
挙げられる。アイオノマー樹脂の様な、アクリル共重合体に金属カチオンを作用させてカ
ルボキシル基を有した重合体でも同様の効果が見られる。
【００５９】
　カルボン酸量は、そのカルボン酸単量体の種類、カルボン酸基の量、単量体の分子量に
よっても変わるが、全樹脂単量体に対し０．１～１５．０重量％が適当であり、より好ま
しくは０．５～１０．０重量％が密着性、環境安定性に対して機能を発現できる。導入量
が少ないと、耐久性の効果が小さく、多すぎると粘度が高く、均一な被覆樹脂を得る事が
難しく、又環境差が悪化してしまう場合がある。
【００６０】
　キャリア被覆樹脂にはフッ素を含有する単量体を用いることもでき、この場合、パーフ
ルオロアクリル系の単量体が好ましい。一例としてはテトラフルオロプロピルメタクリレ
ート、ペンタフルオロプロピルメタクリレート、オクタフルオロペンチルメタクリレート
、パーフルオロオクチルエチルメタクリレート、トリフルオロエチルメタクリレート、等
フッ素含有アクリル酸系の単量体、その他にトリフルオロエチレン、テトラフルオロエチ
レン、ヘキサフルオロプロペン、パーフルオロアルキルビニルエーテル等のフッ素含有単
量体を用いる事もできる。
【００６１】
　キャリア被覆樹脂に含まれるフッ素含有単量体の量は目的に応じて選択できる。フッ素
量が多いと汚染性が向上するが、帯電が下がる、あるいは、芯材との密着性が悪くなる傾
向がある。
　単量体の種類にもよるが、キャリア被覆樹脂に含まれるフッ素含有単量体量は、０．１
～６０．０重量部が適当であり、より好ましくは０．５～５０．０重量部が密着性、帯電
レベルに対して機能を発現できる。
【００６２】
　キャリア被覆樹脂の共重合比率は、トナー種、システム適正に応じて、適宜選択可能で
ある。特に、２種以上の（メタ）アクリル酸アルキルエステルは重合比を変える事により
、所望の特性が得られる事も利点である。これら単量体の共重合方法としては、ランダム
共重合、グラフト共重合等の重合方法を用いる事ができる。グラフト共重合は、機能を発
現させ易い点、コアとの密着性を上げる事が可能な点、キャリア被覆樹脂のガラス転移温
度（Ｔｇ）を上げる事ができる点等で優れた重合方法である。
【００６３】
　キャリア被覆樹脂をキャリア芯材及び帯電付与部材の表面に形成する代表的な方法とし
ては、樹脂被覆層形成用原料溶液（溶剤中にマトリックス樹脂、樹脂微粒子、導電性微粉
末等を適宜含む）を利用するものである。
　具体的には、例えばキャリア芯材の粉末及び帯電付与部材を樹脂被覆層形成用溶液中に
浸漬する浸漬法、樹脂被覆層形成用溶液をキャリア芯材及び帯電付与部材の表面に噴霧す
るスプレー法、キャリア芯材を流動エアーにより浮遊させた状態で樹脂被覆層形成用溶液
を噴霧する流動床法、ニーダーコーター中でキャリア芯材と樹脂被覆層形成用溶液を混合
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し、続いて溶剤を除去するニーダーコーター法等が挙げられるが、特に溶液を用いたもの
に限定されるものではなく、塗布するキャリア芯材及び帯電付与部材によっては、樹脂粉
末と共に加熱混合するパウダーコート法等適当な方法を用いることが出来る。
【００６４】
　キャリア被覆樹脂の塗布量は、キャリア重量に対して総量で０．０５～５．０重量％の
範囲が、画質、二次障害、帯電性を両立させるのに適当である。また、帯電付与部材に塗
布する場合には、帯電量、維持性等対してに適当な膜厚が得られるよう適宜塗布量及び塗
布方法の調節を行なうことが好ましい。
　樹脂被覆層形成用原料溶液に使用される溶剤としては、キャリア被覆樹脂を溶解するも
のであれば特に限定されるものではなく、例えばキシレン、トルエン等の芳香族炭化水素
類、アセトン、メチルエチルケトン等のケトン類、テトラヒドロフラン、ジオキサン等の
エーテル類、クロロホルム、四塩化炭素等のハロゲン化合物、が使用できる。
【００６５】
－画像形成装置－
　本発明の画像形成装置は、上述した本発明の画像形成方法を利用することが可能であれ
ばその構成は特に限定されないが、具体的には以下のような構成を有することが好ましい
。
　すなわち、本発明の画像形成装置は、潜像担持体と、該潜像担持体表面を帯電する帯電
手段と、帯電された前記潜像担持体表面を露光し潜像を形成する潜像形成手段と、トナー
を含む現像剤を前記潜像担持体表面に供給することにより前記潜像を現像しトナー像を形
成する現像機と、前記トナー像を被転写体に転写する転写手段と、前記トナー像を転写し
た後の前記潜像担持体表面に残留するトナーをクリーニングブレードにより除去するクリ
ーニング手段と、前記現像機に補給用トナーを供給するトナー補給手段と、を少なくとも
含むものであることが好ましい。なお、前記現像機に予め収納された初期トナーおよび前
記トナー補給手段に収納された前記補給用トナーには、第１および／または第２の本発明
の画像形成方法で説明したような条件を満たすように潤滑剤が必ず外添される。
【００６６】
　なお、本発明の画像形成装置は、上述した以外の公知の部材を備えていてもよい。また
、カラー画像を形成する場合には、本発明の画像形成装置は、１つの潜像担持体の周囲に
各色に対応した複数の現像器を配置したシングル方式、１対の潜像担持体と現像器とを含
むユニットを、各色に対応した数だけ備えたタンデム方式いずれであってもよい。
【００６７】
　次に、本発明の画像形成装置の具体例を図面を用いて説明する。図１は本発明の画像形
成装置の構成例を示す模式断面図であり、図１中、１００は画像形成装置、１０は潜像担
持体（感光体）、１１が帯電ロール、１３が露光装置、１４が現像器、１５が転写ローラ
、１６が帯電ロールクリーナー、１７が除電器、１９がクリーニングブレード、２０が中
間転写体、２２が廃トナー搬送オーガー、２３が補給用トナー収納部を表す。
【００６８】
　画像形成装置１００は、図中の矢印Ａ方向に回転可能な潜像担持体１０の周囲に沿って
時計周り方向に、帯電ロール１１、露光装置１３、現像器１４、転写ローラ１５、クリー
ニングブレード１９、除電器１７が配置されている。また、潜像担持体１０と転写ローラ
１５とは中間転写ベルト２０を挟んで互いに押圧しながら当接し１次転写部を形成してお
り、クリーニングブレード１９の下側には、クリーニングブレード１９により掻き取られ
たトナーを回収する廃トナー搬送オーガー２２が設けられている。帯電ロール１１の潜像
担持体１０が設けられた側と反対側には帯電ロール１１表面をクリーニングする帯電ロー
ルクリーナー１６が設けられている。また、現像器１４は、補給用トナーを現像器１４に
逐次補充するための補給用トナー収納部２３が接続されている。
【００６９】
　なお、初期状態においては、現像器１４内に初期トナーが少なくとも収納され、補給用
トナー収納部２３内には補給用トナーが収納されている。画像の形成に際しては現像器１
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４内の初期トナーが消費されると、補給用トナー収納部２３から補給用トナーが現像器１
４へと供給されるため、潜像担持体１０表面に供給されるトナーは、初期状態では初期ト
ナーがリッチな状態であるが画像形成枚数の増加と共に、補給用トナーがリッチな状態と
なる。
【００７０】
　次に、この画像形成装置１００による画像形成プロセスについて説明する。まず、矢印
Ａ方向に回転する潜像担持体１０の表面が帯電ローラ１１により帯電される。続いて、こ
の帯電された潜像担持体１０表面には、露光装置１３から照射される画像情報に対応した
光により露光されることにより潜像が形成される。次に、この潜像を現像器１４から供給
される現像剤により現像しトナー像を形成する。
【００７１】
　潜像担持体１０表面に形成されたトナー像は、１次転写部において中間転写ベルト２０
に転写され、不図示の定着手段により用紙等の記録媒体上に定着される。なお、転写時に
中間転写体２０へと転写されずに潜像担持体１０表面に残留するトナー（残留トナー）は
、クリーニングブレード１９によりクリーニングされる。クリーニング後の潜像担持体１
０表面は除電器１７により除電され、次の画像形成に備える。
【００７２】
　次に、図１に示した構成とは異なる画像形成装置の具体例を図面を用いて説明する。図
２は本発明の画像形成装置の他の構成例を示す模式断面図であり、図２中、図１と同様の
機能・構成を有する部材には同じ番号の符号が付してあり、２００は画像形成装置、１１
’はコロトロン帯電器、１２はフリッキング部材、２４は回転ブラシを意味する。
　図２に示す画像形成装置２００は、図１に示す画像形成装置１００の構成と基本的には
同一であるが、クリーニング手段としてクリーニングブレード１９の他に回転ブラシ２４
を補助的なクリーニング手段として設けたところに特徴がある。この回転ブラシ２４は、
潜像担持体１０表面に当接し、且つ、潜像担持体１０の回転方向において、転写ロール１
５とクリーニングブレード１９との間に配置されている。
【００７３】
　画像形成に際しては、回転ブラシ２４が潜像担持体１０表面と接触することにより潜像
担持体１０表面に付着した残留トナーを回転ブラシ２４表面に移着させる。続いて、回転
ブラシ２４表面に移着した残留トナーを回転ブラシ２４に対して角度を設けて押圧するよ
うに設けたフリッキング部材１２により掻き取る。掻き取られたトナーは廃トナー搬送オ
ーガー２２から排出される。
　以下に、本発明の画像形成装置の各部の構成について、潜像担持体、クリーニング手段
等に分けてより詳細に説明する。
【００７４】
－潜像担持体－
　潜像担持体としては、公知の潜像担持体を用いることができる。その構成例を図面を用
いて説明する。
　図３は、本発明の画像形成装置に用いられる潜像担持体の構成例を示す模式断面図であ
り、図３中、１０が潜像担持体（感光体）、１１０が導電性基体、１２０が下引き層、１
３０が電荷発生層、１４０が電荷輸送層、１５０が保護層、１６０が感光層を表す。
　感光体１０は、導電性基体１１０表面に、下引き層１２０、電荷発生層１３０、電荷輸
送層１４０、保護層１５０をこの順に積層したものであり、下引き層１２０、電荷発生層
１３０、電荷輸送層１４０および保護層１５０は感光層１６０を構成している。なお、保
護層１５０は必要に応じて省略してもよい。以下、特に説明の無い限り、図３に示す潜像
担持体の構成を前提として説明する。
【００７５】
　本発明においては、潜像担持体の表面（保護層１５０）がフッ素系樹脂を含んでいるこ
とが好ましい。
　これにより潜像担持体表面の表面エネルギーが小さくなるため、クリーニングブレード
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との摩擦力を低減させることが可能である。さらに、トナーに外添された潤滑剤の働きと
クリーニングブレードとの組み合わせにより、潜像担持体表面の均一な表面研磨が可能で
ある。
【００７６】
　しかしながら、潜像担持体の表面部分にフッ素樹脂からなる粒子を分散させた場合には
、初期状態においては、最表面に露出しているフッ素樹脂の面積が少ない。このため、走
行開始直後は、摩擦が高く、走行とともに最表面が研磨されるとフッ素樹脂が露出してく
るので摩擦が低減してくる傾向にある。このように、潜像担持体の表面がフッ素系樹脂を
含む場合には初期状態における摩擦の変化が大きい。従って、表面にフッ素系樹脂を含む
潜像担持体を用いる場合には、初期状態と経時状態との潤滑状態を制御できる本発明を組
み合せることが有用である。
【００７７】
　例えば、初期状態ではフッ素系樹脂の露出がなく本来ならば摩擦が高くなりクリーニン
グブレードの劣化が進み易いが、第１の本発明と組み合わせた場合には潤滑剤が速やかに
塗布されるためにクリーニングブレードを保護することができる。さらに、走行とともに
フッ素系樹脂の露出により摩擦が下がってくれば供給する潤滑剤を減らし、最適な摩耗量
に調整することができる。この場合、より長期に渡って安定した画像を得ることができる
。
【００７８】
　なお、潜像担持体の表面を構成する層に含まれるフッ素系樹脂の含有量は、０．１～４
０重量％が適当であり、特に１～３０重量％が好ましい。含有量が１重量％未満ではフッ
素系樹脂粒子の分散による摩擦低減効果が十分でない場合があり、一方、４０重量％を越
えると光通過性が低下し、かつ、繰返し使用による残留電位の上昇が生じてくる場合があ
る。
【００７９】
　本発明で用いることができるフッ素系樹脂粒子としては、４フッ化エチレン樹脂、３フ
ッ化塩化エチレン樹脂、６フッ化プロピレン樹脂、フッ化ビニル樹脂、フッ化ビニリデン
樹脂、２フッ化２塩化エチレン樹脂およびそれらの共重合体の中から１種あるいは２種以
上を適宜選択するのが望ましいが、特に、４フッ化エチレン樹脂、フッ化ビニリデン樹脂
が好ましい。
　また、フッ素系樹脂の一次粒径は０．０５～１μｍが良く、更に好ましくは０．１～０
．５μｍが好ましい。一次粒径が０．０５μｍを下回ると分散時の凝集が進みやすくなる
場合がある。また、１μｍを上回ると画質欠陥が発生し易くなる場合がある。
【００８０】
　また潜像担持体表面の傷の発生や磨耗を抑制するために、高強度の最表面層（保護層１
５０）を設けることもできる。この高強度の最表面層を構成する材料としては、バインダ
ー樹脂中に導電性微粒子を分散したもの、通常の電荷輸送層材料にフッ素樹脂、アクリル
樹脂などの潤滑性微粒子を分散させたもの、シリコンや、アクリルなどのハードコート剤
を使用することができるが、強度、電気特性、画質維持性などの観点から、電荷輸送性を
有し、架橋構造を有する樹脂を用いることが好ましく、特に架橋構造を有するシロキサン
系樹脂を用いることが好ましい。
【００８１】
　高強度の最表面層を潜像担持体表面に設けることにより、表面の傷や磨耗等を抑制する
ことが可能である。
　しかし、このような最表層を持つ潜像担持体は表面が平滑であるため、特に初期状態で
は潜像担持体とクリーニングブレードとの密着性が高くなりため摩擦が大きく、結果的に
クリーニングブレードへのダメージが非常に大きい傾向にある。従って、高強度の最表面
層を設けた潜像担持体を用いる場合には、初期状態と経時状態との潤滑状態を制御できる
本発明を組み合せることが有用である。
【００８２】
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　例えば、上述したようなステアリン酸亜鉛と高級アルコールとを組み合わせて用いる第
２の本発明を利用すれば、初期状態においては、本来ならば、高摩擦によりクリーニング
ブレードに発生するダメージがステアリン酸亜鉛の働きにより緩和される。
　一方、高強度の最表面層を設けた潜像担持体表面の摩耗が極端に低く、潤滑剤皮膜の堆
積が加速される。このため潜像担持体表面のリフレッシュ性が従来の高強度の表面層を有
さない潜像担持体よりも劣ってしまい、放電生成物による画像流れが発生してしまう。
　しかし、経時状態においては、潜像担持体には潤滑剤皮膜として潜像担持体表面に堆積
しにくい高級アルコールがリッチな状態となるため、このようなリフレッシュ性の低下に
起因する画像流れの発生を防ぐことが可能である。
　また、潜像担持体の表面が高い耐久性を有するため、潜像担持体の長寿命化を図ること
もできる。
【００８３】
　なお、高強度の最表面層を構成する材料としては、上述したような材料の中でも耐磨耗
性を向上させ十分な硬度を確保するために、架橋構造を有する樹脂が少なくとも用いられ
ることが好ましい。このような材料を用いない場合には、表面の硬度が低く十分な耐磨耗
性が得られないため、傷が発生したり磨耗が進行し易く、より長期に渡って画像形成を行
うことができなくなる場合がある。
　なお、最表面層には、架橋構造を有する樹脂以外にも必要に応じて、架橋構造を有さな
いバインダー樹脂や、導電性微粒子、電荷輸送材料（電荷輸送能を有する化合物）、また
、フッ素樹脂やアクリル樹脂などからなる潤滑性微粒子が含まれていてもよく、最表面層
の形成に際しては、必要に応じてシリコンや、アクリルなどのハードコート剤を使用する
ことができる。また、最表面層の形成方法の詳細については後述するが、最表面層の形成
には架橋構造を有する樹脂を構成する前駆体を少なくとも含む最表面層形成用溶液が用い
られる。
【００８４】
　なお、架橋構造を有する樹脂としては、最表面層の硬度を確保する点から、この樹脂を
用いて形成された最表面層の磨耗、傷などに対する耐性を持たせ、かつ、トナーの転写効
率を上げることができる材料が好ましい。このような要求を満たす架橋構造を有する樹脂
としては、具体的には、特性上フェノール系樹脂、ウレタン系樹脂、シロキサン系樹脂な
どが好ましく、特にシロキサン系樹脂が好ましい。
【００８５】
　さらに電気特性や画質維持性などの観点からは、架橋構造を有する樹脂は、電荷輸送性
を有している（電荷輸送能を有する構造単位を含む）ことが好ましい。この場合、図３に
示すような積層構成型の潜像担持体では、保護層１５０が、電荷輸送層１４０の一部とし
て機能することもできる。
　このような電荷輸送能を有する構造単位を含み、且つ、架橋構造を有する樹脂を構成す
る電荷輸送能を有する構造単位は、下記一般式（Ｉ）や（ＩＩ）で示される化合物から誘
導される誘導体であることが強度や安定性に優れ特に好ましい。また、同様の観点から、
電荷輸送能を有する化合物が、下記一般式（Ｉ）や（ＩＩ）で示される化合物から誘導さ
れる誘導体であってもよい。
【００８６】
・一般式（Ｉ）　Ｆ－［Ｄ－Ｓｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑa］b

　但し、一般式（Ｉ）中、Ｆは正孔輸送能を有する化合物から誘導される有機基、Ｄは可
とう性サブユニット、Ｒ2は水素、アルキル基、または、置換若しくは未置換のアリール
基、Ｑは加水分解性基を表わし、ａは１～３の整数、ｂは１～４の整数を表わす。
【００８７】
・一般式（ＩＩ）　Ｆ’－（Ｒ1－ＺＨ）ｍ
　但し、一般式（ＩＩ）中、Ｆ’は正孔輸送能を有する化合物から誘導される有機基、Ｒ

1はアルキレン基、Ｚは酸素原子、硫黄原子またはＮＨ、ｍは１～４の整数を示す。
【００８８】
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　なお、一般式（Ｉ）中のＤで示される可とう性サブユニットとしては、－（ＣＨ2）ｎ
－基を必ず含み、これに－ＣＯＯ－、－Ｏ－、－ＣＨ＝ＣＨ－、－ＣＨ＝Ｎ－基を組み合
わせた２価の直鎖基であってもよい。なお、－（ＣＨ2）ｎ－基のｎは１～５の整数を表
す。また、Ｑで表される加水分解性基としては、－ＯＲ基（但し、Ｒはアルキル基を表す
）を表す。
【００８９】
　また、一般式（Ｉ）や（ＩＩ）で示される化合物の有機基Ｆ、有機基Ｆ’は、特に下記
一般式（ＩＩＩ）で示される化合物から誘導される有機基であることが特に好ましい。
【００９０】
【化１】

【００９１】
　但し、一般式（ＩＩＩ）中、Ａｒ1～Ａｒ4はそれぞれ独立に置換又は未置換のアリール
基を表し、Ａｒ5は置換若しくは未置換のアリール基又はアリーレン基を表し、ｋは０ま
たは１である。
　ここで、ｋが１の場合は、Ａｒ1～Ａｒ5のうち１～４個は、一般式（Ｉ）中の－Ｄ－Ｓ
ｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑaで表される結合基と結合可能な結合手を有し、ｋが０の場合は、Ａｒ1

、Ａｒ2、Ａｒ5のうち１～２個は、一般式（Ｉ）中の－Ｄ－Ｓｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑaで表さ
れる結合基と結合可能な結合手を有する。
【００９２】
　Ａｒ1～Ａｒ4はそれぞれ独立に置換または未置換のアリール基を示すが、具体的には、
下記構造群１に示されるものが好ましい。
【００９３】

【化２】

【００９４】
　なお、構造群１中に示されるＡｒは下記構造群２から選択されるものが好ましく、Ｚ’
は下記構造群３から選択されるものが好ましい
【００９５】
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【化３】

【００９６】
【化４】

【００９７】
　また、構造群１中に示されるＲ6は、水素、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４
のアルキル基もしくは炭素数１～４のアルコキシ基で置換されたフェニル基、未置換のフ
ェニル基、または、炭素数７～１０のアラルキル基から選択され、Ｒ7～Ｒ13は、水素、
炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基もしくは炭素数１～４のアルコ
キシ基で置換されたフェニル基、未置換のフェニル基、炭素数７～１０のアラルキル基、
または、ハロゲンから選択される。
　また、ｍおよびｓは０または１を表わし、ｑおよびｒは１から１０の整数、ｔは１から
３の整数を示す。ここで、Ｘは一般式（Ｉ）中に示した－Ｄ－Ｓｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑaで表
わされる基を示す。
　また構造群３中に示されるＷは下記構造群４で示されるものが好ましい。なお、構造群
４中、ｓ’は０～３の整数を示す。
【００９８】

【化５】

【００９９】
　また、一般式（ＩＩＩ）におけるＡｒ5の具体的構造としては、ｋ＝０の時は、上記構
造群１に示したＡｒ1～Ａｒ4のｍ＝１の構造が、ｋ＝１の時は、上記構造群１に示したＡ
ｒ1～Ａｒ4のｍ＝０の構造が挙げられる。
【０１００】
　なお、一般式（ＩＩＩ）で示される化合物の具体例としては、以下の表１～７に示す化
合物（ＩＩＩ－１）～（ＩＩＩ－６１）を挙げることができるが、本発明に用いられる一
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般式（ＩＩＩ）で示される化合物は、これらのみに限定されるものではない。
　また、表１～７中の「Ａｒ1」～「Ａｒ5」の欄に示される構造式中、ベンゼン環に結合
する“－Ｓ”基は、表１～７中の「Ｓ」の欄に示される一価の基（一般式（Ｉ）中の－Ｄ
－Ｓｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑaで表される構造に相当する基）を意味する。
【０１０１】
【表１】

【０１０２】
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【表２】

【０１０３】
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【表３】

【０１０４】
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【表４】

【０１０５】
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【表５】

【０１０６】
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【表６】

【０１０７】
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【表７】

【０１０８】
　一般式（ＩＩ）に示す化合物の具体例としては、下記構造式（ＩＩ）－１～（ＩＩ）－
１６（但し、構造式（ＩＩ）－２および構造式（ＩＩ）－７を除く）に示す化合物を例示
することができるが、一般式（ＩＩ）に示す化合物としてはこれらのみに限定されるもの
ではない。
　なお、－ＯＨ基が直接ベンゼン環と結合する構造式（ＩＩ）－２および構造式（ＩＩ）
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ＩＩ）に示す化合物の代わりに用いることができる。
【０１０９】
【化６】

【０１１０】
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【化７】

【０１１１】
　また、最表面層の強度を高めるために、架橋構造を有する樹脂を含む最表面層の形成に
際し、一般式（ＩＶ）に示すような２つのケイ素原子を有する化合物を用いることも好ま
しい。
・一般式（ＩＶ）　Ｂ―（Ｓｉ（Ｒ2）(3-a)Ｑa）2

　但し、一般式（ＩＶ）中、Ｂは２価の有機基、Ｒ2は水素、アルキル基、置換若しくは
未置換のアリール基、Ｑは加水分解性基を表わし、ａは１～３の整数を表わす。
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　具体的には、以下の表８に示す化合物が好適な例として挙げられるが、一般式（ＩＶ）
に示される化合物はこれらのみに限定されるものではない。
【０１１２】
【表８】

【０１１３】
　また、最表面層の強度や電気抵抗などの種々の物性をコントロールするために、架橋構
造を有する樹脂を含む最表面層の形成に際し、下記一般式（Ｖ）で示される化合物を利用
することもできる。
・一般式（Ｖ）　Ｓｉ（Ｒ2）(4-c)Ｑc

　但し、一般式（Ｖ）中、Ｒ2は水素、アルキル基、置換若しくは未置換のアリール基、
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Ｑは加水分解性基を表わし、ｃは１～４の整数を表わす。
【０１１４】
　一般式（Ｖ）で示される化合物の具体例としては以下のようなシランカップリング剤が
あげられる。
　一般式（Ｖ）において、ｃ＝４である化合物の具体例としては、テトラメトキシシラン
、テトラエトキシシラン等の四官能性アルコキシシランを挙げることができる。
【０１１５】
　一般式（Ｖ）において、ｃ＝３である化合物の具体例としては、メチルトリメトキシシ
ラン、メチルトリエトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、メチルトリメトキシエト
キシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、フェニルトリメト
キシシラン、γ－グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－グリシドキシプロ
ピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプ
ロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピ
ルメチルジメトキシシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリエトキシシ
ラン、（トリデカフルオロ－１，１，２，２－テトラヒドロオクチル）トリエトキシシラ
ン、（３，３，３－トリフルオロプロピル）トリメトキシシラン、３－（ヘプタフルオロ
イソプロポキシ）プロピルトリエトキシシラン、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロ
アルキルトリエトキシシラン、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロデシルトリエトキ
シシラン、１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ－パーフルオロオクチルトリエトシキシラン等の三官
能性アルコキシシランを挙げることができる。
【０１１６】
　一般式（Ｖ）において、ｃ＝２である化合物の具体例としては、ジメチルジメトキシシ
ラン、ジフェニルジメトキシシラン、メチルフェニルジメトキシシラン等の二官能性アル
コキシシランを挙げることができる。
　一般式（Ｖ）において、ｃ＝１である化合物の具体例としては、トリメチルメトキシシ
ラン等の１官能アルコキシシラン（ｃ＝１）等を挙げることができる。
　これらのシランカップリング剤の中でも、最表面層の強度を向上させるためには３また
は４官能性のアルコキシシランが好ましく、可とう性、成膜性を向上させるためには２ま
たは１官能のアルコキシシランが好ましい。
【０１１７】
　また、主にこれらのカップリング剤より作製されるシリコン系ハードコート剤も用いる
ことができる。市販のハードコート剤としては、ＫＰ－８５、Ｘ－４０－９７４０、Ｘ－
４０－２２３９（以上、信越シリコーン社製）、およびＡＹ４２－４４０、ＡＹ４２－４
４１、ＡＹ４９－２０８（以上、東レダウコーニング社製）などを用いることができる。
【０１１８】
　また、最表面層形成用溶液のポットライフの長寿命化や、最表面層の硬度等の特性のコ
ントロールのため、下記一般式（ＶＩ）で示される繰り返し構造単位を持つ環状化合物、
もしくはその化合物の誘導体を利用することもできる。
【０１１９】
【化８】

【０１２０】
　但し、一般式（ＶＩ）中、Ａ1、Ａ2はそれぞれ独立に一価の有機基を示す。このような
一般式（ＶＩ）で示される繰り返し構造単位を持つ環状化合物としては、市販の環状シロ
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キサンをあげることができる。
　具体的には、ヘキサメチルシクロトリシロキサン、オクタメチルシクロテトラシロキサ
ン、デカメチルシクロペンタシロキサン、ドデカメチルシクロヘキサシロキサン等の環状
ジメチルシクロシロキサン類、１，３，５－トリメチル－１，３，５－トリフェニルシク
ロトリシロキサン、１，３，５，７－テトラメチル－１，３，５，７－テトラフェニルシ
クロテトラシロキサン、１，３，５，７，９－ペンタメチル－１，３，５，７，９－ペン
タフェニルシクロペンタシロキサン等の環状メチルフェニルシクロシロキサン類、ヘキサ
フェニルシクロトリシロキサン等の環状フェニルシクロシロキサン類、３－（３，３，３
－トリフルオロプロピル）メチルシクロトリシロキサン等のフッ素含有シクロシロキサン
類、メチルヒドロシロキサン混合物、ペンタメチルシクロペンタシロキサン、フェニルヒ
ドロシクロシロキサンなどのヒドロシリル基含有シクロシロキサン類、ペンタビニルペン
タメチルシクロペンタシロキサンなどのビニル基含有シクロシロキサン類等の環状のシロ
キサン等をあげることができる。
　これらの環状シロキサン化合物は単独で用いても良いが、それらを混合して用いても良
い。
【０１２１】
　また、最表面層の放電ガス耐性、機械強度、耐傷性、トルク低減、磨耗量コントロール
や、最表面層形成用溶液に粒子状の材料を添加する場合の粒子分散性や、最表面層形成用
溶液の粘度のコントロール、ポットライフの長寿命化などの目的で、アルコール系やケト
ン系の溶剤、あるいはこれら以外の溶剤に溶解する種々の樹脂を利用するができる。
　これらの樹脂は、最表面層の形成に際して、上述した一般式（Ｉ）～（ＶＩ）に示すよ
うな材料と反応して架橋構造を有する樹脂を構成するものであってもよい。特に、最表面
層形成用溶液に含まれる樹脂が架橋構造を有するシロキサン系樹脂を形成する場合には、
アルコールに溶解する樹脂を利用することが好ましい。
【０１２２】
　アルコール系、ケトン系の溶剤に可溶な樹脂としては、ポリビニルブチラール樹脂、ポ
リビニルホルマール樹脂、ブチラールの一部がホルマールやアセトアセタール等で変性さ
れた部分アセタール化ポリビニルアセタール樹脂などのポリビニルアセタール樹脂（たと
えば積水化学社製エスレックＢ、Ｋなど）、ポリアミド樹脂、セルロ－ス樹脂、フェノー
ル樹脂などがあげられる。特に、電気特性上ポリビニルアセタール樹脂が好ましい。
【０１２３】
　上記樹脂の重量平均分子量は２０００～１０００００の範囲内が好ましく、５０００～
５００００の範囲内がさらに好ましい。重量平均分子量が２０００より小さいと所望の効
果が得られなくなる場合がある。また、重量平均分子量が１０００００より大きいと溶解
度が低くなるため、最表面層形成用溶液中の樹脂の添加量が限られてしまったり、最表面
層形成用溶液を塗布して塗膜を形成する場合に成膜不良を引き起こしたりする場合がある
。
【０１２４】
　最表面層形成用溶液中の樹脂の添加量は１～４０重量％が好ましく、さらに好ましくは
１～３０重量％であり、５～２０重量％が最も好ましい。１重量％よりも少ない場合は所
望の効果が得られにくくなる場合があり、４０重量％よりも多くなると高温高湿下での画
像ボケが発生しやすくなる場合がある。
【０１２５】
　更に、潜像担持体表面の耐汚染物付着性や、潤滑性を改善するために、最表面層形成用
溶液中には各種の微粒子を添加することもできる。これら微粒子は、単独で用いることも
できるが、併用してもよい。
　このような微粒子の一例としては、ケイ素含有微粒子を挙げることができる。ケイ素含
有微粒子とは、構成元素にケイ素を含む微粒子であり、具体的には、コロイダルシリカお
よびシリコーン微粒子等が挙げられる。ケイ素含有微粒子として用いられるコロイダルシ
リカは、平均粒子径が１～１００ｎｍであることが好ましく、１０～３０ｎｍであること
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がより好ましい。このコロイダルシリカは、酸性もしくはアルカリ性の水分散液、あるい
はアルコール、ケトン、エステル等の有機溶媒中に分散させたものが利用でき、一般に市
販されているものを使用することができる。
【０１２６】
　最表面層中のコロイダルシリカの固形分含有量は、特に限定されるものではないが、成
膜性、電気特性、強度の面から最表面層の全固形分中の０．１～５０重量％の範囲内が好
ましく、０．１～３０重量％の範囲内がより好ましい。
【０１２７】
　また、ケイ素含有微粒子として用いられるシリコーン微粒子は、球状で、平均粒子径が
１～５００ｎｍの範囲内であることが好ましく、１０～１００ｎｍの範囲内であることが
より好ましい。このようなシリコーン微粒子としては、シリコーン樹脂粒子、シリコーン
ゴム粒子、シリコーン表面処理シリカ粒子から選択でき、一般に市販されているものを使
用することができる。
【０１２８】
　シリコーン微粒子は、化学的に不活性で、樹脂マトリックスへの分散性に優れる小径粒
子であり、さらに十分な特性を得るために必要とされる含有量が低いため、最表面層の形
成に際して架橋反応により架橋構造を有する樹脂の生成を阻害することなく、潜像担持体
の表面性状を改善することができる。
　即ち、シリコーン微粒子は、架橋構造を有する樹脂の強固な架橋構造中に均一に取り込
まれた状態で、潜像担持体表面の潤滑性、撥水性を向上させ、長期間にわたって良好な耐
摩耗性、耐汚染物付着性を維持することができる。
　潜像担持体の最表面層中のシリコーン微粒子の含有量は、最表面層の全固形分中の０．
１～３０重量％の範囲内であることが好ましく０．５～１０重量％の範囲内がより好まし
い。
【０１２９】
　また、その他の微粒子としては、４弗化エチレン、３弗化エチレン、６弗化プロピレン
、弗化ビニル、弗化ビニリデン等のフッ素系微粒子を用いることができ、さらにこれらフ
ッ素樹脂と水酸基を有するモノマーとを共重合させた樹脂からなる微粒子（例えば、第８
回ポリマー材料フォーラム講演予稿集　ｐ８９参照）や、ＺｎＯ－Ａｌ2Ｏ3、ＳｎＯ2－
Ｓｂ2Ｏ3、Ｉｎ2Ｏ3－ＳｎＯ2、ＺｎＯ－ＴｉＯ2、ＺｎＯ－ＴｉＯ2、ＭｇＯ－Ａｌ2Ｏ3

、ＦｅＯ－ＴｉＯ2、ＴｉＯ2、ＳｎＯ2、Ｉｎ2Ｏ3、ＺｎＯ、ＭｇＯ等の半導電性金属酸
化物をあげることができる。
【０１３０】
　また、最表面層形成用溶液中には同様な目的でシリコーンオイル等のオイルを添加する
こともできる。
　シリコンオイルとしては、たとえば、ジメチルポリシロキサン、ジフェニルポリシロキ
サン、フェニルメチルシロキサン等のシリコンオイル、アミノ変性ポリシロキサン、エポ
キシ変性ポリシロキサン、カルボキシル変性ポリシロキサン、カルビノール変性ポリシロ
キサン、メタクリル変性ポリシロキサン、メルカプト変性ポリシロキサン、フェノール変
性ポリシロキサン等の反応性シリコンオイル等をあげることができる。
【０１３１】
　また、可塑剤、表面改質剤、酸化防止剤、光劣化防止剤等の添加剤を使用することもで
きる。
　可塑剤としては、例えば、ビフェニル、塩化ビフェニル、ターフェニル、ジブチルフタ
レート、ジエチレングリコールフタレート、ジオクチルフタレート、トリフェニル燐酸、
メチルナフタレン、ベンゾフェノン、塩素化パラフィン、ポリプロピレン、ポリスチレン
、各種フルオロ炭化水素等が挙げられる。本発明中の樹脂層にはヒンダートフェノール、
ヒンダートアミン、チオエーテル又はホスファイト部分構造を持つ酸化防止剤を添加する
ことができ、環境変動時の電位安定性・画質の向上に効果的である。
【０１３２】
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　酸化防止剤としては以下のような化合物、例えば、ヒンダートフェノール系として「Ｓ
ｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＢＨＴ－Ｒ」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＭＤＰ－Ｓ」、「Ｓｕｍｉｌ
ｉｚｅｒ　ＢＢＭ－Ｓ」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＷＸ－Ｒ」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　
ＮＷ」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＢＰ－７６」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＢＰ－１０１」
、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＧＡ－８０」、「Ｓｕｍｉｌｉｚｅｒ　ＧＭ」、「Ｓｕｍｉｌ
ｉｚｅｒ　ＧＳ」以上、住友化学社製；、「ＩＲＧＡＮＯＸ１０１０」、「ＩＲＧＡＮＯ
Ｘ１０３５」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１０７６」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１０９８」、「ＩＲＧＡ
ＮＯＸ１１３５」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１１４１」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１２２２」、「ＩＲ
ＧＡＮＯＸ１３３０」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１４２５ＷＬ」、「ＩＲＧＡＮＯＸ１５２０Ｌ
」、「ＩＲＧＡＮＯＸ２４５」、「ＩＲＧＡＮＯＸ２５９」、「ＩＲＧＡＮＯＸ３１１４
」、「ＩＲＧＡＮＯＸ３７９０」、「ＩＲＧＡＮＯＸ５０５７」、「ＩＲＧＡＮＯＸ５６
５」以上、チバスペシャリティーケミカルズ社製；、「アデカスタブＡＯ－２０」、「ア
デカスタブＡＯ－３０」、「アデカスタブＡＯ－４０」、「アデカスタブＡＯ－５０」、
「アデカスタブＡＯ－６０」、「アデカスタブＡＯ－７０」、「アデカスタブＡＯ－８０
」、「アデカスタブＡＯ－３３０」以上、旭電化製；を挙げることができる。
【０１３３】
　また、ヒンダートアミン系として「サノールＬＳ２６２６」、「サノールＬＳ７６５」
、「サノールＬＳ７７０」、「サノールＬＳ７４４」、「チヌビン１４４」、「チヌビン
６２２ＬＤ」、「マークＬＡ５７」、「マークＬＡ６７」、「マークＬＡ６２」、「マー
クＬＡ６８」、「マークＬＡ６３」、「スミライザーＴＰＳ」、チオエーテル系として「
スミライザーＴＰ－Ｄ」、ホスファイト系として「マーク２１１２」、「マークＰＥＰ・
８」、「マークＰＥＰ・２４Ｇ」、「マークＰＥＰ・３６」、「マーク３２９Ｋ」、「マ
ークＨＰ・１０」以上；が挙げらる。
　これら酸化防止剤の中でも、特にヒンダートフェノール、ヒンダートアミン系酸化防止
剤が好ましい。
【０１３４】
　最表面層形成用溶液には、必要に応じて触媒を添加することが好ましい。用いられる触
媒としては塩酸、酢酸、リン酸、硫酸などの無機酸、蟻酸、プロピオン酸、シュウ酸、パ
ラトルエンスルホン酸、安息香酸、フタル酸、マレイン酸などの有機酸、水酸化カリウム
、水酸化ナトリウム、水酸化カルシウム、アンモニア、トリエチルアミンなどのアルカリ
触媒、さらにいかに示すような系に不溶な固体触媒を用いることもできる。
【０１３５】
　例えば、アンバーライト１５、アンバーライト２００Ｃ、アンバーリスト１５Ｅ（以上
、ローム・アンド・ハース社製）；ダウエックスＭＷＣ－１－Ｈ、ダウエックス８８、ダ
ウエックスＨＣＲ－Ｗ２（以上、ダウ・ケミカル社製）；レバチットＳＰＣ－１０８、レ
バチットＳＰＣ－１１８（以上、バイエル社製）；ダイヤイオンＲＣＰ－１５０Ｈ（三菱
化成社製）；スミカイオンＫＣ－４７０、デュオライトＣ２６－Ｃ、デュオライトＣ－４
３３、デュオライト－４６４（以上、住友化学工業社製）；ナフィオン－Ｈ（デュポン社
製）などの陽イオン交換樹脂；アンバーライトＩＲＡ－４００、アンバーライトＩＲＡ－
４５（以上、ローム・アンド・ハース社製）などの陰イオン交換樹脂；Ｚｒ（Ｏ3ＰＣＨ2

ＣＨ2ＳＯ3Ｈ）2，Ｔｈ（Ｏ3ＰＣＨ2ＣＨ2ＣＯＯＨ）2などのプロトン酸基を含有する基
が表面に結合されている無機固体；スルホン酸基を有するポリオルガノシロキサンなどの
プロトン酸基を含有するポリオルガノシロキサン；コバルトタングステン酸、リンモリブ
デン酸などのヘテロポリ酸；ニオブ酸、タンタル酸、モリブデン酸などのイソポリ酸；シ
リカゲル、アルミナ、クロミア、ジルコニア、ＣａＯ、ＭｇＯなどの単元系金属酸化物；
シリカ－アルミナ、シリカ－マグネシア、シリカ－ジルコニア、ゼオライト類など複合系
金属酸化物；酸性白土、活性白土、モンモリロナイト、カオリナイトなどの粘土鉱物；Ｌ
ｉＳＯ4，ＭｇＳＯ4などの金属硫酸塩；リン酸ジルコニア、リン酸ランタンなどの金属リ
ン酸塩；ＬｉＮＯ3，Ｍｎ（ＮＯ3）2などの金属硝酸塩；シリカゲル上にアミノプロピル
トリエトキシシランを反応させて得られた固体などのアミノ基を含有する基が表面に結合
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されている無機固体；アミノ変性シリコーン樹脂などのアミノ基を含有するポリオルガノ
シロキサンなどが挙げられる。
【０１３６】
　また、最表面層形成用溶液の作製の際に、光機能性化合物、反応生成物、水、溶剤など
に不溶な固体触媒を用いると、この溶液の安定性が向上する傾向にあるため好ましい。
　なお、当該不溶な固体触媒とは、触媒成分が一般式（Ｉ）で示される化合物や、一般式
（ＩＩ）で示される化合物を形成するための材料、他の添加剤、水、溶剤等に不溶であれ
ば特に限定されない。
【０１３７】
　これらの固体触媒の使用量は特に制限されないが、一般式（Ｉ）等に示す加水分解性基
を有する化合物の合計１００重量部に対して０．１～１００重量部が好ましい。また、こ
れらの固体触媒は、前述の通り、原料化合物、反応生成物、溶剤などに不溶であるため、
反応後、常法にしたがって容易に除去することができる。反応温度及び反応時間は原料化
合物や固体触媒の種類及び使用量に応じて適宜選択されるものであるが、反応温度は通常
０～１００℃、好ましくは１０～７０℃、より好ましくは１５～５０℃であり、反応時間
は好ましくは１０分～１００時間である。反応時間が前記上限値を超えるとゲル化が起こ
りやすくなる傾向にある
【０１３８】
　最表面層形成用溶液の作製工程において、この溶液に不溶な触媒を用いた場合は、強度
、液保存安定性などを向上させる目的で、さらにこの溶液に溶解する触媒を併用すること
が好ましい。
　そのような触媒としては、前述のものに加え、アルミニウムトリエチレート、アルミニ
ウムトリイソプロピレート、アルミニウムトリ（ｓｅｃ－ブチレート）、モノ（ｓｅｃ－
ブトキシ）アルミニウムジイソプロピレート、ジイソプロポキシアルミニウム（エチルア
セトアセテート）、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）、アルミニウムビス
（エチルアセトアセテート）モノアセチルアセトネート、アルミニウムトリス（アセチル
アセトネート）、アルミニウムジイソプロポキシ（アセチルアセトネート）、アルミニウ
ムイソプロポキシ－ビス（アセチルアセトネート）、アルミニウムトリス（トリフルオロ
アセチルアセトネート）、アルミニウムトリス（ヘキサフルオロアセチルアセトネート）
等の有機アルミニウム化合物を使用することができる。
【０１３９】
　また、有機アルミニウム化合物以外の触媒としては、ジブチルスズジラウリレート、ジ
ブチルスズジオクチエート、ジブチルスズジアセテート等の有機ズズ化合物；チタニウム
テトラキス（アセチルアセトネート）、チタニウムビス（ブトキシ）ビス（アセチルアセ
トネート）、チタニウムビス（イソプロポキシ）ビス（アセチルアセトネート）等の有機
チタニウム化合物；ジルコニウムテトラキス（アセチルアセトネート）、ジルコニウムビ
ス（ブトキシ）ビス（アセチルアセトネート）、ジルコニウムビス（イソプロポキシ）ビ
ス（アセチルアセトネート）等のジルコニウム化合物；等も使用することができる。
　しかし、安全性、低コスト、ポットライフ長さの観点から、有機アルミニウム化合物を
使用するのが好ましく、特にアルミニウムキレート化合物がより好ましい。
【０１４０】
　これらの触媒の使用量は特に制限されないが、加水分解性基を有する化合物の合計１０
０重量部に対して０．１～２０重量部が好ましく、０．３～１０重量％が特に好ましい。
【０１４１】
　また、本発明において有機金属化合物を触媒として用いた場合は、ポットライフ、硬化
効率の面から、共に多座配位子を添加することが好ましい。このような多座配位子として
は、以下に示すような化合物及びこの化合物から誘導される誘導体を挙げることができる
が、本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１４２】
　具体的には、アセチルアセトン、トリフルオロアセチルアセトン、ヘキサフルオロアセ
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チルアセトン、ジピバロイルメチルアセトン等のβ－ジケトン類；アセト酢酸メチル、ア
セト酢酸エチル等のアセト酢酸エステル類；ビピリジン及びその誘導体；グリシン及びそ
の誘導体；エチレンジアミン及びその誘導体；８－オキシキノリン及びその誘導体；サリ
チルアルデヒド及びその誘導体；カテコール及びその誘導体；２－オキシアゾ化合物等の
２座配位子；ジエチルトリアミン及びその誘導体；ニトリロトリ酢酸及びその誘導体等の
３座配位子；エチレンジアミンテトラ酢酸（ＥＤＴＡ）及びその誘導体等の６座配位子；
等を挙げることができる。
【０１４３】
　さらに、上記のような有機系配位子の他、ピロリン酸、トリリン酸等の無機系の配位子
を挙げることができる。多座配位子としては、特に２座配位子が好ましく、具体例として
は、上記の他、下記一般式（ＶＩＩ）で表される２座配位子が挙げられる。
　中でも下記一般式（ＶＩＩ）で表される２座配位子がより好ましく、下記一般式（ＶＩ
Ｉ）中のＲ5とＲ6との構造が同一のものが特に好ましい。Ｒ5とＲ6との構造を同一にする
ことで、室温付近での配位子の配位力が強くなり、最表面層形成用溶液のさらなる安定化
を図ることができる。
【０１４４】
【化９】

【０１４５】
　なお、一般式（ＶＩＩ）中、Ｒ5、Ｒ6はそれぞれ独立に炭素数１～１０のアルキル基、
もしくはフッ化アルキル基、炭素数１～１０のアルコキシ基を示す。
　多座配位子の配合量は、任意に設定することができるが、用いる有機金属化合物の１モ
ルに対し、０．０１モル以上、好ましくは０．１モル以上、より好ましくは１モル以上と
するのが好ましい。
【０１４６】
　最表面層形成用溶液は、溶媒を用いずに、上述した一般式（Ｉ）等に示すような有機ケ
イ素化合物等の種々の原料のみを用いて調整することもできるが、必要に応じてメタノー
ル、エタノール、プロパノール、ブタノール等のアルコール類；アセトン、メチルエチル
ケトン等のケトン類；テトラヒドロフラン；ジエチルエーテル、ジオキサン等のエーテル
類；等の他、種々の溶媒が使用できる。
【０１４７】
　このような溶媒としては、沸点が１００℃以下のものが好ましく、任意に混合して使用
することができる。溶媒量は任意に設定できるが、少なすぎると有機ケイ素化合物が析出
しやすくなるため、有機ケイ素化合物１重量部に対し０．５～３０重量部の範囲内で用い
ることが好ましく、１～２０重量部の範囲内で用いることがより好ましい。
【０１４８】
　最表面層形成用溶液を用いて塗膜を形成した後、架橋・硬化させて最表面層を形成する
際の反応温度及び反応時間は特に制限されないが、形成される架橋構造を有する樹脂を含
む最表面層の機械的強度及び化学的安定性の点から、反応温度は好ましくは６０℃以上で
あることが好ましく、８０～２００℃の範囲内であることがより好ましく、反応時間は好
ましくは１０分～５時間である。
【０１４９】
　また、塗膜の架橋・硬化により得られる最表面層を高湿度状態に保つことは、最表面層
の特性の安定化を図る上で有効である。さらには、用途に応じてヘキサメチルジシラザン



(33) JP 4333415 B2 2009.9.16

10

20

30

40

50

やトリメチルクロロシランなどを用いて最表面層に表面処理を施して疎水化することもで
きる。
【０１５０】
　なお、電荷輸送性を有し、架橋構造を有するシロキサン系樹脂は、優れた機械強度を有
する上に光電特性も十分であるため、これをそのまま積層型の潜像担持体の電荷輸送層を
形成する材料として用いることもできる。
　この場合、電荷輸送性を有し、架橋構造を有するシロキサン系樹脂の前駆体材料を含む
塗工液を、ブレードコーティング法、マイヤーバーコーティング法、スプレーコーティン
グ法、浸漬コーティング法、ビードコーティング法、エアーナイフコーティング法、カー
テンコーティング法等の通常の塗布形成方法を用いることにより塗布膜を形成し、乾燥、
加熱処理を経て電荷輸送層を形成することができる。
　但し、１回の塗布により必要な膜厚が得られない場合、複数回重ね塗布することにより
必要な膜厚を得ることができる。複数回の重ね塗布を行なう場合、加熱処理は塗布の度に
行なっても良いし、複数回重ね塗布した後でも良い。
【０１５１】
　なお、本発明に用いられる潜像担持体の感光層が単層型である場合は、この感光層は、
既述した電荷発生物質と、一般式（Ｉ）等に示したような架橋構造を有する樹脂が形成可
能な材料とを少なくとも含む単層型感光層形成用溶液を用いて形成される。但し、形成さ
れる単層型感光層の適度な弾性や柔軟性を確保するために、架橋構造を形成しない樹脂（
結着樹脂）を併用することが好ましい。
【０１５２】
　結着樹脂としては、前記電荷発生層および電荷輸送層に用いられる結着樹脂と同様の材
料を用いることができる。単層型感光層中の電荷発生物質の含有量は、１０～８５重量％
の範囲内であることが好ましく２０～５０重量％の範囲内であることが好ましい。また、
単層型感光層には、光電特性を改善する等の目的で電荷輸送物質や高分子電荷輸送物質を
添加してもよい。その添加量は５～５０重量％とすることが好ましい。
　単層型感光層形成用溶液に用いる溶剤や、この溶液の塗布方法は、上記と同様のものを
用いることができる。形成される単層型感光層の膜厚は５～５０μｍの範囲内が好ましく
、１０～４０μｍの範囲内がより好ましい。
【０１５３】
－クリーニング手段－
　本発明に用いられるクリーニングブレードの材質としてはウレタンゴム、シリコンゴム
、フッソゴム、クロロプレンゴム、ブタジエンゴム等を用いることができる。その中で耐
摩耗性に優れていることからポリウレタン弾性体を用いる事が好ましい。
　ポリウレタン弾性体としては、一般にイソシアネートとポリオール及び各種水素含有化
合物との付加反応を経て合成されるポリウレタンが用いられる。
　ポリオール成分として、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール等
のポリエーテル系ポリオールや、アジペート系ポリオール、ポリカプロラクタム系ポリオ
ール、ポリカーボネート系ポリオール等のポリエステル系ポリオールを挙げることができ
る。
【０１５４】
　また、ポリイソシアネート成分として、トリレンジイソシアネート、４，４′ジフェニ
ルメタンジイソシアネート、ポリメチレンポリフェニルポリイソシアネート、トルイジン
ジイソシアネート、等の芳香族系ポリイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート
、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン
ジイソシアネート等の脂肪族系ポリイソシアネートを用いることができる。
【０１５５】
　ポリウレタン弾性体からなるクリーニングブレードの作製は、上述したイソシアネート
成分、ポリオール成分等を用いてウレタンプレポリマーを調製し、これに硬化剤を加えて
、所定の型内に注入し、架橋硬化させた後、常温で熟成することによって行われる。
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【０１５６】
　なお、上記硬化剤としては、通常、１，４－ブタンジオール等の二価アルコールとトリ
メチロールプロパン、ペンタエリスリトール等の三価以上の多価アルコールとが併用され
る。
【０１５７】
　また、クリーニングブレードの潜像担持体表面に対する圧接力は１０～６０ｇｆ／ｃｍ
の範囲内であることが好ましく、設定角度は１７～３０°の範囲内が好ましい。
　なお、クリーニングブレードによるクリーニングを補助する目的で、クリーニングブレ
ードの下流側に回転ファーブラシを設けても良い。
【０１５８】
－帯電手段－
　本発明の画像形成装置に用いられる帯電手段としては公知の帯電方式を利用した帯電手
段が適応可能で、例えばコロトロン帯電方式や接触帯電方式などが挙げられる。また接触
帯電方式ではローラー状の帯電部材、ブレード状の帯電部材、ベルト状の帯電部材、ブラ
シ状の帯電部材、磁気ブラシ状の帯電部材などが適応可能である。特にローラー状の帯電
部材、ブレード状の帯電部材については感光体に対し、接触状態またはある程度の空隙（
１００μｍ以下）を有した非接触状態として配置しても構わない。
【０１５９】
　ローラー状の帯電部材、ブレード状の帯電部材、ベルト状の帯電部材は帯電部材として
有効な電気抵抗（１０3Ω～１０8Ω）に調整された材料から構成される物であり、単層又
は複数の層から構成されていても構わない。
　材質としてはウレタンゴム、シリコンゴム、フッソゴム、クロロプレンゴム、ブタジエ
ンゴム、ＥＰＤＭ、エピクロルヒドリンゴム等の合成ゴムやポリオレフィン、ポリスチレ
ン、塩化ビニル等からなるエラストマーを主材料とし、導電性カーボン、金属酸化物、イ
オン導電剤等の任意の導電性付与剤を適量配合し、帯電部材として有効な電気抵抗を発現
させ用いることができる。
　さらにナイロン、ポリエステル、ポリスチレン、ポリウレタン、シリコーン等の樹脂を
塗料化し、そこに導電性カーボン、金属酸化物、イオン導電剤等の任意の導電性付与剤を
適量配合し、得られた塗料をデイッピング、スプレー、ロールコート等の任意の手法によ
り、積層して用いる事ができる。
【０１６０】
　また帯電ローラの表面が走行中にトナー成分等により汚染され帯電能力が低下するのを
防止するため、クリーニング部材を設置しても良い。帯電ローラのクリーニング手段とし
てはブラシ状部材、スクレーパ部材、弾性ブレード、クリーニングロールなど公知の物を
用いることが可能であるが、特にクリーニング手段をブラシ状の部材とすることで、過剰
なステアリン酸亜鉛の掻き取りや付着物に除去を行いつつ、クリーニング部材による過剰
な摺擦を抑制することが可能で、付着物の固着や接触帯電器のダメージを抑制である。
【０１６１】
－現像手段－
　本発明の画像形成装置に用いられる現像手段としては、トナー回収するために接触現像
方式を利用したものであることが好ましい。キャリアとトナーとからなる現像ブラシを潜
像担持体に接触させて現像させる二成分現像方式、あるいは、導電ゴム弾性体搬送ロール
上にトナーを付着させ潜像担持体にトナーを現像する接触式一成分現像方式が適している
。二成分現像方式の場合、現像ロールの回転方向は潜像担持体の回転方向と同方向でも逆
方向でも良く、潜像担持体と逆方向に周速差をつけると、潜像担持体上の残留トナーの回
収性を上げることができる。なお、現像ロールに印加する電界は直流でも直流に交流を重
畳させても良い。
【０１６２】
－トナー補給手段－
　トナー補給手段としては、補給用トナーを収納でき、現像機（現像手段）に対して補給
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用トナーを、現像機内のトナーが消費された分だけ補充できる機能を備えていればその構
成は特に限定されない。しかしながら、取り扱いの容易さ等から画像形成装置本体から脱
着可能なトナーカートリッジであることが好ましい。
【０１６３】
－転写手段－
　また本発明の画像形成装置に用いられる転写手段としては公知の転写方式を利用したも
のが利用可能である。例えば、転写コロトロンや転写ロール等を用いた直接転写方式、中
間転写ベルトや中間転写ドラム等の中間転写体を用いた中間転写方式、記録材を静電的に
吸着して搬送し潜像担持体上の画像を転写する転写ベルト方式を利用した転写手段などが
挙げられる。
【実施例】
【０１６４】
　以下に、本発明を実施例により説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定されるも
のではない。
－潜像担持体の作製－
（潜像担持体１の作製）
　円筒状のＡｌ基体をセンタレス研磨装置により研磨し、表面粗さがＲｚで０．６μｍと
なるように調整した。次にこのＡｌ基体の外周面を有機溶剤で脱脂処理し、続いて２重量
％水酸化ナトリウム溶液で１分間エッチング処理した後に、Ａｌ基体表面に残留するアル
カリ成分を中和処理し、更に純水洗浄を行った。
【０１６５】
　次に、１０重量％硫酸溶液を用いてＡｌ基体の外周面を陽極酸化処理して陽極酸化膜（
電流密度１．０Ａ／ｄｍ2）を形成した。続いて、水洗した後、８０℃に保持した１重量
％酢酸ニッケル溶液中にＡｌ基体を２０分間浸漬して封孔処理を行い、更に純水洗浄、乾
燥処理を行った。このようにして、Ａｌ基体の外周面にに膜厚７μｍの陽極酸化膜（下引
き層）を形成した。
【０１６６】
　次に、Ｘ線回折スペクトルにおけるブラッグ角（２θ±０．２°）が、７．４°、１６
．６°、２５．５°、２８．３°に強い回折ピークを持つクロロガリウムフタロシアニン
の１重量部、ポリビニルブチラール（エスレックＢＭ－Ｓ、積水化学）１重量部、および
、酢酸ｎ－ブチル１００重量部を混合し、ガラスビーズとともにペイントシェーカーで１
時間処理して分散した後に得られた塗布液を下引き層上に浸漬コートし、１００℃で１０
分間加熱乾燥して膜厚約０．１５μｍの電荷発生層を形成した。
【０１６７】
　続いて、下記の左側に示される構造のベンジジン化合物２重量部と、下記の右側に示さ
れる高分子化合物（粘度平均分子量＝３９，０００）２重量部とをクロロベンゼン２０重
量部に溶解させた塗布液を前記電荷発生層上に浸漬コーティング法で塗布した後、１１０
℃、４０分の加熱処理を行なって膜厚２０μｍの電荷輸送層を形成し、潜像担持体１（感
光体１）を得た。
【０１６８】
【化１０】

【０１６９】
（潜像担持体２の作製）
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　電荷発生層の形成までは潜像担持体Ａと同様に作製した。次に、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－
メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニルベンジジン４０重量部とビスフェノールＺポリ
カーボネート樹脂（重量平均分子量＝４０，０００）６０重量部とをテトロヒドロフラン
２８０重量部及びトルエン１２０重量部に十分に溶解混合した後、４フッ化エチレン樹脂
粒子１０重量部を加えてさらに混合した。このとき、室温を２５℃に設定し、これら原料
混合時における混合溶液の温度を２５℃に保った。その後、ガラスビーズを用いたサンド
グラインダーにて分散し、４フッ化エチレン樹脂粒子分散液を作製した。このとき、サン
ドクラインダーのベッセルに２４度の水を流し、この分散液の温度を５０度に保持した。
　続いて、この分散液を電荷発生層の上に浸漬塗布し、乾燥することにより、膜厚２０μ
ｍの電荷輸送層を形成し、潜像担持体２（感光体２）を得た。
【０１７０】
（潜像担持体３の作製）
　下記に示す構成材料をイソプロピルアルコール５重量部、テトラヒドロフラン３重量部
および蒸留水０．３重量部に溶解させ、さらにイオン交換樹脂（アンバーリスト１５Ｅ）
０．５重量部を加え、室温で攪拌することにより２４時間加水分解を行った。
－構成材料－
・化合物１（下記に示される化合物）：２重量部
・メチルトリメトキシシラン：２重量部
・テトラメトキシシラン：０．５重量部
・コロイダルシリカ：０．３重量部
【０１７１】

【化１１】

【０１７２】
　続いて、この加水分解した溶液からイオン交換樹脂を濾過分離した濾過液に対し、アル
ミニウムトリスアセチルアセトナート（Ａｌ（ａｑａｑ）3）を０．１重量部と、３，５
－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）０．４重量部とを加えて最表面層
形成用溶液を調整した。
　次に、潜像担持体Ａの電荷輸送層の上に、最表面層形成用溶液を用いてリング型浸漬塗
布法により塗布し、室温で３０分風乾した後、１５０℃で１時間加熱処理して硬化し、膜
厚約３μｍの保護層を形成し、潜像担持体３（感光体３）を得た。
　なお、潜像担持体３の保護層は、化合物１、メチルトリメトキシシラン、および、テト
ラメトキシシランが架橋反応して形成された架橋構造を有するシロキサン系樹脂からなる
マトリックスにコロイダルシリカが分散した構成を有するものである。
【０１７３】
（トナー／現像剤の作製）
　以下の説明において、特に断りのない限り、「部」はすべて「重量部」を意味する。ま
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た、トナーの各物性値の測定は以下の方法にて行った。
－トナー、複合粒子粒度分布－
　マルチサイザー（日科機社製）を用い、アパーチャー径１００μｍのもので測定した。
なお、１回の測定のサンプリング数は５００００個である。
【０１７４】
－トナー、複合粒子の平均形状係数ＳＦ１－
　平均形状係数を求める為の具体的な手法として、光学顕微鏡により観察したトナー像や
複合粒子像を画像解析装置（ＬＵＺＥＸ　ＩＩＩ、ニレコ社製）に取り込み、円相当径を
測定し
て、粒子の最大長および面積を求め、これを既述した式（５）に代入して個々の粒子の形
状係数ＳＦ１を求めた。なお、１回の測定のサンプリング数は２００個であり、この集団
に対する形状係数ＳＦ１の平均値を求めた。
【０１７５】
［トナー母粒子の製造］
－樹脂微粒子分散液の調整－
　スチレン３７０ｇ，ｎ－ブチルアクリレート３０ｇ，アクリル酸８ｇ、ドデカンチオー
ル２４ｇ、四臭化炭素４ｇを混合して溶解したものを、非イオン性界面活性剤（ノニポー
ル４００：三洋化成（株）製）６ｇ及びアニオン性界面活性剤（ネオゲンＳＣ：第一工業
製薬（株）製）１０ｇをイオン交換水５５０ｇに溶解したフラスコ中で乳化重合させ、１
０分間ゆっくり混合しながら、これに過硫酸アンモニウム４ｇを溶解したイオン交換水５
０ｇを投入した。
　続いて、フラスコ内の窒素置換を行った後、フラスコ内を攪拌しながら内容物が７０℃
になるまでオイルバスで加熱し、５時間そのまま乳化重合を継続した。その結果、平均粒
子径が１５０ｎｍであり、ガラス転移温度Ｔｇ＝５８℃、重量平均分子量Ｍｗ＝１１５０
０の樹脂粒子が分散された樹脂微粒子分散液が得られた。この分散液の固形分濃度は４０
重量％であった。
【０１７６】
－着色剤分散液（１）の調整－
・カーボンブラック（モーガルＬ：キャボット製）：６０ｇ
・ノニオン性界面活性剤（ノニポール４００：三洋化成（株）製）：６ｇ
・イオン交換水：２４０ｇ
　以上の成分を混合して、溶解、ホモジナイザー（ウルトラタラックスＴ５０：ＩＫＡ社
製）を用いて１０分間攪拌し、その後、アルティマイザーにて分散処理して平均粒子径が
２５０ｎｍである着色剤（カーボンブラック）粒子が分散された着色剤分散剤（１）を調
整した。
【０１７７】
－着色剤分散液（２）の調整－
・Ｃｙａｎ顔料（Ｂ１５：３）：６０ｇ
・ノニオン性界面活性剤（ノニポール４００：三洋化成（株）製）：５ｇ
・イオン交換水：２４０ｇ
　以上の成分を混合して、溶解、ホモジナイザー（ウルトラタラックスＴ５０：ＩＫＡ社
製）を用いて１０分間攪拌し、その後、アルティマイザーにて分散処理して平均粒子径が
２５０ｎｍである着色剤（Ｃｙａｎ顔料）粒子が分散された着色剤分散剤（２）を調整し
た。
【０１７８】
－着色剤分散液（３）の調整－
・Ｍａｇｅｎｔａ顔料Ｒ１２２：６０ｇ
・ノニオン性界面活性剤（ノニポール４００：三洋化成（株）製）：５ｇ
・イオン交換水：２４０ｇ
　以上の成分を混合して、溶解、ホモジナイザー（ウルトラタラックスＴ５０：ＩＫＡ社
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製）を用いて１０分間攪拌し、その後、アルティマイザーにて分散処理して平均粒子径が
２５０ｎｍである着色剤（Ｍａｇｅｎｔａ顔料）粒子が分散された着色剤分散剤（３）を
調整した。
【０１７９】
－着色分散液（４）の調整－
・Ｙｅｌｌｏｗ顔料Ｙ１８０：９０ｇ
・ノニオン性界面活性剤（ノニポール４００：三洋化成（株）製）：５ｇ
・イオン交換水：２４０ｇ
　以上の成分を混合して、溶解、ホモジナイザー（ウルトラタラックスＴ５０：ＩＫＡ社
製）を用いて１０分間攪拌し、その後、アルティマイザーにて分散処理して平均粒子径が
２５０ｎｍである着色剤（Ｙｅｌｌｏｗ顔料）粒子が分散された着色剤分散剤（４）を調
整した。
【０１８０】
－離型剤分散液－
・パラフィンワックス（ＨＮＰ０１９０：日本精蝋（株）製、融点８５℃）：１００ｇ
・カチオン性界面活性剤　（サニゾールＢ５０：花王（株）製）：５ｇ
・イオン交換水：２４０ｇ
　以上の成分を、丸型ステンレス鋼製フラスコ中でホモジナイザー（ウルトラタラックス
Ｔ５０：ＩＫＡ社製）を用いて１０分間分散した後、圧力吐出型ホモジナイザーで分散処
理し、平均粒径が５５０ｎｍである離型剤粒子が分散された離型剤分散液を調整した。
【０１８１】
＜トナー母粒子Ｋ１の調整＞
・樹脂微粒子分散液：２３４部
・着色剤分散液（１）：３０部
・離型剤分散液：４０部
・ポリ水酸化アルミニウム（浅田化学社製、Ｐａｈｏ２Ｓ）：０．５部
・イオン交換水：６００部
　以上の成分を、丸型ステンレス鋼鉄フラスコ中でホモジナイザー（ウルトラタラックス
Ｔ５０：ＩＫＡ社製）を用いて混合し、分散した後、加熱用オイルバス中でフラスコ内を
攪拌しながら４０℃まで加熱した。
　続いて、４０℃で３０分保持した後、体積平均粒子径Ｄ５０が４．５μｍの凝集粒子が
生成していることを確認した。更に加熱用オイルバスの温度を上げて５６℃で１時間保持
し、Ｄ５０は５．３μｍとなった。
【０１８２】
　その後、この凝集粒子を含む分散液に２６重量部の樹脂微粒子分散液を追加した後、加
熱用オイルバスの温度を５０℃まで上げて３０分間保持した。続いてこの凝集粒子を含む
分散液に１Ｎ水酸化ナトリウムを追加して、フラスコ内のｐＨを７．０に調整した後、ス
テンレス製フラスコを密閉し、磁気シールを用いて攪拌を継続しながら８０℃まで加熱し
、４時間保持した。冷却後、得られたトナー母粒子を濾別し、イオン交換水で４回洗浄し
た後、凍結乾燥してトナー母粒子Ｋ１を得た。トナー母粒子Ｋ１のＤ５０は５．９μｍ、
平均形状係数ＳＦ１は１３２であった。
【０１８３】
＜トナー母粒子Ｃ１の調整＞
　着色粒子分散液（１）のかわりに、着色粒子分散液（２）を用いた以外はトナー母粒子
Ｋ１の調整と同様にしてトナー母粒子Ｃ１を得た。このトナー母粒子Ｃ１のＤ５０は５．
８μｍ、平均形状係数ＳＦ１は１３１であった。
【０１８４】
＜トナー母粒子Ｍ１の調整＞
　着色粒子分散液（１）のかわりに、着色粒子分散液（３）を用いた以外はトナー母粒子
Ｋ１の調整と同様にしてトナー母粒子Ｍ１を得た。このトナー母粒子Ｍ１のＤ５０は５．
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【０１８５】
＜トナー母粒子Ｙ１の調整＞
　着色粒子分散液（１）のかわりに、着色粒子分散液（４）を用いた以外はトナー母粒子
Ｋ１の調整と同様にしてトナー母粒子Ｙ１を得た。このトナー母粒子Ｙ１のＤ５０は５．
９μｍ，平均形状係数ＳＦ１は１３０であった。
【０１８６】
［キャリヤの製造］
・フェライト粒子（平均粒径：５０μｍ）：１００部
・トルエン：１４部
・スチレン／メタクリレート共重合体（成分比：９０／１０）：２部
・カーボンブラック（Ｒ３３０：キャボット社製）：０．２部
　まず、フェライト粒子を除く上記成分を１０分間スターラーで撹拌させて、分散した被
覆液を調整し、次に、この被覆液とフェライト粒子とを真空脱気型ニーダーに入れて、６
０℃において３０分撹拌した後、さらに加温しながら減圧して脱気し、乾燥させることに
よりキャリヤを得た。このキャリヤは、１０００Ｖ／ｃｍの印加電界時の体積固有抵抗値
が１０11Ωｃｍであった。
【０１８７】
　上記トナー母粒子Ｋ１，Ｃ１，Ｍ１，Ｙ１のそれぞれ１００部に対して表９に示す外添
剤を加え、５Ｌヘンシェルミキサーで周速３０ｍ／ｓ×１５分間ブレンドを行った後、４
５μｍの目開きのシーブを用いて粗大粒子を除去することにより外添剤が各色のトナー母
粒子に添加された１２水準のトナー（トナー組成１～１８）を得た。
【０１８８】
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【表９】

【０１８９】



(41) JP 4333415 B2 2009.9.16

10

20

30

　なお、表９中に示す各種外添剤の詳細は以下の通りである。
　流動化剤１としてシリカ（粒径４０ｎｍ，シリコーンオイル処理，気相酸化法）、流動
化剤２としてルチル型酸化チタン（粒径２０ｎｍ，ｎ－デシルトリメトキシシラン処理）
、転写助剤としてシリカ（球形，粒径１４０ｎｍ）、研磨剤として酸化セリウム（平均粒
径０．７μｍ）、潤滑剤１としてステアリン酸亜鉛（ＺＮＳ－Ｐ、旭電化工業社製）、潤
滑剤２として高級アルコールＡ（ＵＮＩＬＩＮ７００、東洋ペトロライト社製、重量粒径
９．０μｍ）、潤滑剤３として高級アルコールＡをエクストルーダで混練したのちジェッ
トミルで粉砕した後風力分球機（エルボージェット：日東工業製）で分球した重量粒径５
．０μｍ、１６％重量径Ｄ１６＝３．５μｍ、８４％重量径Ｄ８４＝６．６μｍ、ＧＳＤ
＝１．３６という粒度分布の狭い高級アルコールＢを用いた。
【０１９０】
　なお、上記のトナーを初期トナーとして用いる場合には、これらトナー５部とキャリア
１００部とをＶ－ブレンダーで、４０ｒｐｍ×２０分間攪拌し、２１２μｍの目開きを有
するシーブで篩分することにより現像剤を調整した。
【０１９１】
－評価方法－
〔画像形成テスト〕
　各実施例、比較例は、図１に示す構成を有する画像形成装置（ＦＵＪＩ　ＸＥＲＯＸ社
製、Ｄｏｃｕ　Ｃｅｎｔｅｒ　Ｃｏｌｏｒ　５００機の帯電器をコロトロン帯電器１１’
から帯電ロール１１に変更し、回転ブラシ２４および潤滑剤外部供給装置（図２中不図示
）を除去する改造を施した装置）を用いてフルカラー画像を形成することにより評価した
。
【０１９２】
　なお、帯電ローラは東海社製のものを用い、帯電電流値が１．７５ｍＡになるように制
御した。また、クリーニングブレードはウレタンゴムを用い、ブレード線圧３．２ｇｆ／
ｍｍ、ブレー当接角度１１．３度になるように設定した（ブレード硬度：８７、ブレード
厚み：１．９ｍｍ、自由長：８ｍｍ、設定角度２３度）。
　また、画像形成試験前に、現像機内には、初期トナーとキャリアとを混合した現像剤を
充填し、トナーカートリッジ（補給用トナー収納部）には補給用トナーを充填した。
【０１９３】
　続いて、高温高湿（２８℃、８５％ＲＨ）で３０万枚画像形成後、環境を低温低湿（１
０℃、１５％ＲＨ）に切り替えて３０万枚画像形成させ、計６０万枚の画像形成を行い、
画像形成後の感光体磨耗、感光体傷、ブレードダメージ、ハーフトーン均一性、高温高湿
下における画像流れの評価を行った。画像形成試験時における画像密度は各色５％（総合
２０％）の条件で走行した。
　結果を表１０に示す。なお、評価に際しては用いた感光体、初期トナー、補給用トナー
の組み合わせを表１０に示すように変えた。
【０１９４】
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【表１０】

【０１９５】
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－評価方法および評価基準－
　なお、表１０に示す各評価項目の評価方法および評価基準は以下の通りである。
〔感光体の磨耗率〕
　画像形成試験前と試験後との感光体の膜厚を渦電流式の膜厚計で計測しその差分から潜
像担持体１０００回転当たりの磨耗深さ（ｎｍ）を求めた。
【０１９６】
〔感光体傷〕
　表面粗さ計（東京精密（株）製Ｓｕｒｆｃｏｍ１４００Ａ）により、画像形成試験後の
感光体表面の１０点平均粗さ（Ｒｚ）の測定を行い評価した。判断基準は以下の通りであ
る。
○：Ｒｚ≦３．０μｍ
△：３．０＜Ｒｚ＜３．５μｍ
×：Ｒｚ≧３．５μｍ（目視観察で画像上に白筋が確認されるレベル）
【０１９７】
〔ブレードダメージ〕
　画像形成後のクリーニングブレードのエッジ部をレーザー顕微鏡（キーエンス社製ＶＫ
８５００）にて観察を実施し、画像形成試験の終了直前に得られた画像上の筋欠陥との相
関性の高さ／低さからエッジ部分のダメージを判断した。
○：画像上の筋欠陥との相関が低く、エッジ部に大きなダメージがないと判断される状態
△：画像上の筋欠陥との相関が高く、エッジ部にダメージがあると認められるが筋欠陥は
画質上、問題の無いレベル
×：画像上の筋欠陥との相関が高く、エッジ部に大きなダメージがあると認められ、ささ
らに、筋欠陥は画質上、問題の有るレベル
【０１９８】
〔ハーフトーン画像均一性〕
　画像密度３０％全面ハーフトーン画像のプリントの目視観察による官能評価にて判断し
た。判断基準は以下の通りである
○：問題なし
△：若干筋状ムラが見える
×：筋および筋状ムラが明らかに悪いレベル
【０１９９】
〔画時流れ（白抜け）〕
　画像形成試験後に装置を高温高湿度下で２日間放置した後、ハーフトーン画像（画像密
度３０％）を採取し、反射型濃度測定機（Ｘ－ｒｉｔｅ）により面内濃度差（ΔＳＡＤ）
を測定し、以下の判断基準で評価した。
○：ΔＳＡＤが０．１５以下
△：ΔＳＡＤが０．１５～０．４
×：０．４以上
【図面の簡単な説明】
【０２００】
【図１】本発明の画像形成装置の構成例を示す模式断面図である。
【図２】本発明の画像形成装置の他の構成例を示す模式断面図である。
【図３】本発明の画像形成装置に用いられる潜像担持体の構成例を示す模式断面図である
。
【符号の説明】
【０２０１】
１００　画像形成装置
１０　潜像担持体（感光体）
１１　帯電ロール
１１’　コロトロン帯電器
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１２　フリッキング部材
１３　露光装置
１４　現像器
１５　転写ローラ
１６　帯電ロールクリーナー
１７　除電器
１９　クリーニングブレード
２０　中間転写体
２２　廃トナー搬送オーガー
２３　補給用トナー収納部
２４　回転ブラシ
２００　画像形成装置

【図１】 【図２】
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